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は じ め に

本稿の目的は，フランスの歴史・政治学者ピエール・ロザンヴァロン

Pierre Rosanvallon のデモクラシー論を紹介しながら，不信の時代のデモクラ

シーはいかなる状況にあるのか，考察しようとするものである。

そのために，とりあえずの切り口として，政治学者吉田徹論文「『リベラ

ル・デモクラシー』はなぜ動揺しているのか――戦後秩序の転換？」（吉田，

2017）に教えられながら，ロザンヴァロンのいうデモクラシー論に入る前に，

現在のデモクラシー論の論点整理をしておきたい。

吉田によれば，『21世紀の資本』（ピケティ，2014）のベストセラーで著名に

なったフランスの経済学者トマ・ピケティ Thomas Piketty は，「1919-1945年

体制」という概念を用いて，税制や市場規制を通じた国家による再分配が是認

されたのは，政治的急進化を招いた戦前の反省によるものだと強調した（吉田

2017，2）とする福祉国家体制の始まりが，今日のデモクラシーを規定する，と
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考えるところから始めて行きたい1）。付言すれば，ピケティは，次のようにも

言っている。すなわち，議会制度や法治は，ベルリンの壁崩壊以前に，マルク

ス主義の知識人が説いたような，単なるブルジョワ制度ではなかった。1917-

1989年の二極化された対立は，明らかにいまや過去のものだ。共産主義と資本

主義の衝突は，歴史学者や経済学者，さらには哲学者たちによる資本と格差の

研究を，刺激するどころか不毛なものにしてしまった。こうした古い対立から

いまだに強い影響を受けているように私には見える歴史研究を含めて，今こそ

乗り越えるべき時期なのだ（ピケティ 2014，607；Piketty 2013，949；do 2014，576）。

ドイツの政治経済学者ヴォルフガング・シュトレーク Wolfgang Streeck は，

戦後期の特徴は，戦前の如く繰り返し衝突を余儀なくされる資本主義とデモク

ラシーを，社会民主主義的な国家が媒介して，両者の摩擦を軽減したことにあ

る（吉田 2017，3）とする。社会民主主義的な国家というのは，福祉国家のこ

とだと考えて差し支えないであろう。この「福祉国家」が，今日，長期にわ

たって困難を極めている。移民の問題もこの文脈で考えるべきだと思われるし，

これに関連して，ポピュリズムの問題も崩れゆく福祉国家が大きな影を落して

いると言えるのではないだろうか2）。

シュトレークの主張していることは，今日の経済的デモクラシーは，市場を

もう一度社会的監督下に置くことの出来る制度を確立することでなければなら

ない，という点にある。ドイツ思想史学者鈴木直によれば，ポスト・デモクラ

シーのあらゆる努力にもかかわらず，国民国家だけが，今なお，超国家的に組

織された新自由主義の凱旋行進に対抗しようとする人々に，デモクラシーに拠

る制度を提供しうる（シュトレーク 2016，254；ハーバーマス 2016，179；鈴木

2016，172；土倉 2017，427）と言う。シュトレークもロザンヴァロンもデモクラ

シーにおける国家を重視していると言えよう。

イギリスの経済学者アンソニー・バーンズ・アトキンソン Anthony Barnes

Atkinson は，戦後ヨーロッパで社会的平等が実現していったのは，経済成長

によって総所得に占める賃金の割合が増えていったとともに，資本所得・賃金

所得の分配是正を目指した社会政策によるものだと論じている（吉田 2017，3）
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が，ここで，経済成長がポイントである。アトキンソンはこう述べている。す

なわち，不平等の縮小は，第二次世界大戦中に起きたが，1945年から1970年代

のいくつかの平等化を進めた力の成果でもある。これらの平等化のメカニズム

――意図的な政策を含む――は，アトキンソンが「不平等への転回」と呼ぶ

1980年代には機能停止か逆転した（アトキンソン 2015，3）。フランスは「栄光

の30年」といって1945年から75年くらいまでは高度経済成長を続けてきた。日

本で言えば，1960年代の所得倍増論が懐かしく思い出される。しかしながら，

21世紀になって様相は一変した。ピケティは次のように述べている。すなわち，

大陸ヨーロッパ，とくにフランスは「栄光の30年」なるもの，つまり1940年代

末から1970年代末の30年間について，かなりのノスタルジーを抱いて来た。実

は，歴史的に見ると戦後の30年間こそが例外的な時代だったのである。西ヨー

ロッパが成長の黄金時代を実現したのは，1950年から1970年にかけてだったが，

その後の数十年では，成長率が半分から三分の一にすら下がってしまった（ピ

ケティ 2014，102-4；Piketty 2013，161-2；do 2014，576，96-8）。

ここで，『フィナンシャル・タイムズ FINANCIAL TIMES』のチーフ・エ

コノミクス・コメンテーターであるマーティン・ウルフが，2018年が明けた今，

各国の政治は気が滅入るような状況が続いていているが，対照的に経済は回復

基調にあるとしたうえで，次のように示唆していることが参考になる。すなわ

ち，彼によれば，世界経済が持ち直し，未来への楽観論が浸透して行けば，多

くの国で見られる政治的混乱は解消に向かうと期待できるかもしれない。そし

て，政治エリートや経済エリートへの信頼も回復し始めるかもしれない。そう

すれば，敵意でなく合意に基づいた政治に立ち戻ることが出来る可能性がある。

また，ポピュリズムの勢いを弱体化させることにもつながるかもしれない

（『日本経済新聞』，2018年⚑月11日）と言う。率直に言って，期待過剰ではなかろ

うか。楽観的すぎると言ってもよいかもしれない。政治，あるいはデモクラ

シーの危機は，もっと長期的で構造的なものだと思われる。

アトキンソンの著書『21世紀の不平等』（アトキンソン，2015）には，トマ・

ピケティが「序文」を寄せている。それによれば，アトキンソンのプログラム
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の核心にあるのは，労働と資本の市場の働きそのものを転換させようという狙

いである。そのために，今は最も少ない権利しか持たない人々のために，新し

い権利を導入しようとする。その提案には，失業者のための最低賃金での公共

雇用保障，労働組合の新しい権利，技術変化の公的規制，資本アクセスのデモ

クラシーが含まれる（アトキンソン 2015，ⅶ）。アトキンソンの主張を簡明に述

べていると思われる3）。

1988年から2013年までの世界各国の所得分配を比較したブランコ・ミラノ

ヴィッチ Branko Milanović は，新興国中間層と先進国富裕層の所得（中央

値）が漸進的に向上していっているのに対し，先進国の中間層に該当する所得

パーセントタイルはほぼ横ばいのままと試算している（吉田 2017，4）。今日の

デモクラシーの問題は中間層に帰すると言ってよいと思われるが，考えてみれ

ば，中間層とは大雑把な概念である。

一躍有名になった「ラストベルト」という言葉に象徴されるように，トラン

プ候補や EU 離脱に投票した有権者層，フランスの極右政党 FN の北東地域

の支持者などは，戦後の高度成長の牽引車だった製造業集積地や石炭鉄鋼地域

に集中している（吉田 2017，4）と述べているが，吉田は，そのすぐ後で，「こ

れらをそのまま中間層と同一視することはできないが」（吉田 2017，4）とも述

べている。ここが一つの問題点になると思われる。

ドイツ保険会社アリアンツの首席経済顧問モハメド・エラリアン Mohamed

El-Erian は，次のように述べている。すなわち，社会の中間層であることは，

政治や企業の分野でも安定をもたらし，望ましいことだと多くの人が考えてい

た。中間層は，個々や全体の幸せとも一致しているとみなされて来た。しかし，

最近では，中間層の安定が揺らぎ，今後の予想がしにくくなった。中間層が侵

食されたり，危くなったりしているのは，構造変化のほか，企業や政策の対応

の遅れが要因といえる。中間層は，より繁栄する社会の安定装置の役割を果た

して来た。しかし，家計所得は停滞し，技術と際限のないグローバル化が分配

に及ぼす影響への政策対応が不十分だったこともあり，世界中で中間層が徐々

に空洞化した（『日本経済新聞』，2018年⚔月13日）。エラリアンの言説をもってし
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ても，中間層とは大雑把な概念であるという疑念は消え去らない4a）。

ここで，選挙と政党の角度から現代デモクラシーを考えてみると，ラストベ

ルトはアメリカ民主党，フランス北東地方はフランス社会党の金城湯池だった

のが，今ではポピュリズム政治の温床となりつつある。この事実が示すように，

リベラル・デモクラシーの変調は，政党の変質によっても加速されたことに注

意しなければならない（吉田 2017，5）。フランス社会党はノール県では断然強

かった。ピエール・モロワ Pierre Mauroy やマルティーヌ・オブリ Martine

Aubry は，その代表的な社会党の領袖だった。ただ，それは労働者の支持を

バックにしていたが，労働者の支持が細くなって来ていると考えるべきだろう。

もうひとつの問題として，アメリカの哲学者リチャード・ローティ Richard

Rorty が，1990年代後半に，労働者や生活困窮者の支持を集める経済的正義で

はなく，マイノリティの自己決定権を重視する社会的正義に傾く左翼を「文化

左翼」と呼び，左翼・社会民主主義政党と労働者階級との間の離別が思わぬ結

果をもたらすとした（吉田 2017，6）ことも重要かもしれない4b）。それは，あ

る意味で，紳士階級化する社会民主主義政党と言ってよいのではないか。

重ねていえば，社会的に脆弱な層は，社会関係資本に劣り，他者不信に覆わ

れるゆえに，自身を保護してくれる権威主義的な価値観を持つことが合理的で

あることをロバート・デヴィッド・パットナム Robert David Putnam（パット

ナム 2017）が指摘している（吉田 2017，7）こともそれを他方から説明するもの

である。

以上のような，概観を果たしたことにしたうえで，次に，ロザンヴァロンは

現代デモクラシーをどのように問題にするのかに進んで行くのであるが，その

前に，ロザンヴァロンとは何者であるか？ それを明らかにしよう。

ここでは，日本でおそらく初めて彼の著書が邦訳されたことになる『自主管

理の時代』（ロザンバロン，1982）の日本語版への序文の紹介から始めることに

する。ロザンヴァロンはこう述べる。「将来の産業社会において資本と労働と

の関係がどうなるかが決定的な問題である。……（中略）……労働運動は，世

界的な規模で急速に強まっている経済的自由主義に対抗して，積極的な戦略を
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練り上げなければならない。まさにこのような仕事を進めるうえで，自主管理

のプロジェは決定的な役割を果たすことが出来る。……（中略）……自主管理

の思想こそ保守的自由主義の高まりに，有効な反撃を加えることが出来る（ロ

ザンバロン 1982，ⅰ-ⅱ）。

本邦訳書の訳者の一人経済政策学者新田俊三は「解題」で次のように書く。

「わたくしがこの著書に触れたのは，1978年のフランス総選挙の取材のため，

パリに滞在していた時であった。……（中略）……その構成が魅力的で，あま

り大部でなかったということもあって，いっぺんに読み通した記憶がある。

……（中略）……自主管理型社会主義が，一部の人々が誤解しているような

ユートピア思想とは全く無縁のものであることは，本書を読めばよくわかるこ

とである。むしろ，自主管理型社会主義は，科学的社会主義の名の下の『19世

紀型彼岸的社会主義』を徹底的に批判することから，その理論化が始まったの

である。ロザンヴァロンは，経歴から見ればエリートコースである行政学院の

出身で，現在はパリ第⚙大学社会労働問題研究指導員をしている新進の経済学

者である。しかし，彼は長らく「フランス民主労働総連合 Confédération

Française Démocratique des Travailleurs＝CFDT」所属の研究家として研鑽

を積んだ。その経歴は，彼の思想形成を考える上で重要な意味を持つだろう」

（ロザンバロン 1982，208-11）。

続いて，『ユートピア的資本主義：市場思想から見た近代』（ロザンヴァロン，

1990）の「訳書あとがき」から引用して，ロザンヴァロンの経歴について簡単

にふれておこう。彼は，1948年，フランス中央部，ロワール・エ・シェール

Loir-et-Cher 県の県庁所在地都市ブロワ Blois 生まれ。パリ大学卒。1969年

から77年まで CFDT 経済顧問，現在（1990年），社会科学高等研究院 École

des Hautes Études en Sciences Sociales＝EHESS 助教授，また，サン・シモ

ン財団事務局長も兼ね，日刊新聞『ラ・リベラシオン La Libération』の時評

欄を担当している（ロザンヴァロン 1990，277）。

この邦訳書の「訳書あとがき」で訳者長谷俊雄は次のように締めくくる。

「このように考えてくると，社会を個体の条件にするマルクスの関係的な人間
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観は，実は，アダム・スミスの人間観にきわめて似ていることがわかる。マル

クスにとって，共産主義は純粋な市場社会のことだった。こうして，ロザン

ヴァロンは，ヘーゲルが政治的に実現しようとしたものも，マルクスが経済の

消滅によって実現しようとしたものも，ともに，スミスが経済をとおして実現

しようとする18世紀哲学であることを確認する。《市場》をキー・コンセプト

に著者が近代の再読を試みるゆえんである」（ロザンヴァロン 1990，283-4）。ロ

ザンヴァロンのこの書は，『自主管理の時代』が経済学と運動論を組み合わせ

たような現代的なものにくらべ，歴史的，哲学的なものであり，18世紀までも

視野を広げている。

ロザンヴァロンがこの書の末尾に次のように書いたことは，象徴的であり，

示唆的である。すなわち，ユートピア的社会主義は，資本主義をグローバルに

拒絶するが，資本主義が出来上がるための鋳型とも言うべき経済イデオロギー

の深い意味に関しては理解できないままでいる。同様に，自由主義は集団主義

collectivisme を告発するが，集団主義を過激な専制主義としてしか捉えてい

ない。自由主義は自らを非政治化された社会――そこにおいては，デモクラ

シーはコンセンサスに縮小される――の中で考えるので，集団主義を個人主義

との関係で分析しないのである（ロザンヴァロン 1990，266；Rosavallon 1979，

228）。結局，デモクラシーは，個人主義と集団主義をどのように繋ぐのかが，

重要な問題になる。その問題が，連帯や福祉国家の問題になって行くのだと思

われる。大雑把な考え方かもしれないが，現在のロザンヴァロンのカウン

ター・デモクラシー論は，カウンター・「リベラル」・デモクラシーではないか

と思われる。すなわち，西ヨーロッパの戦後のデモクラシーを考えてみると，

社会民主主義の存在を忘れてならないと同時に，キリスト教民主主義も看過す

ることが出来ない。そこには個人主義と集団主義をつなぐ大事な要素が本質的

にある。『自主管理の時代』から『ユートピア的資本主義』を経てからカウン

ター・デモクラシーに到るロザンヴァロンの理論的推移はそのように考えられ

る。

さて，第三の邦訳書『連帯の新たなる哲学：福祉国家再考』は，現代デモク
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ラシーの問題を扱う意味で，より本格的で，デモクラシー論としても，これま

での著書とは違っている。『連帯の新たなる哲学』「日本語版への序文」におい

て，「考察のためにいくつかの要点を述べておきたい」として，ロザンヴァロ

ンは次のように言う。「デモクラシーの命じることがもともとの国民的枠組み

を越える傾向にあること，また人々は解放と正義をより大きな世界の尺度で考

えようとしていることは，今や明白である」（ロザンヴァロン 2006，ⅰ）。

と，同時に，次のように述べるところが，彼の真骨頂だと思われる。大事な

ポイントである。「国民とは，これまでに蓄えられた記憶と，正義に関して練

り上げられた規範，および全般的解放のために必要とされる事柄との交差する

地点で，つねに構築すべき対象であり，これからさらに実現されるべきもので

あるからだ。かくして，主権論者の主張する閉じた国民に対置しうる『開かれ

た』国民の前には，なお書かれるべき未来が控えているのである」（ロザンヴァ

ロン 2006，ⅰ）。「開かれた国民」こそが重要である。

ロザンヴァロンは決して主権論者ではない。にもかかわらず，「開かれた国

民」を主張する。とはいえ，ロザンヴァロンによれば，われわれが直面してい

るのは，国民が低次の次元で解体の危機にさらされているという事態であると

いう。すなわち，世界中で分離独立派の運動が繰り返されている。こうした運

動は，単純に文化へと内向してアイデンティティーを積極的に称揚するのでは

まったくなく，多くの場合，すでに受け容れられてきた連帯の規範から後退し

ている現れである。コストの高い再分配を行なうよりもむしろ，国民国家の規

模をより同質の集団へと限定することを望む者たちがいる。今日ヨーロッパで

は，この方向への誘惑は強い（ロザンヴァロン 2006，ⅱ-ⅲ)5a）。

そこから，彼はデモクラシーの問題に向かって行く。彼はこう述べる。「か

くして，国境や人々の意識が開かれると同時に，参与・共有可能な領域は縮小

している。われわれの社会は精神的には分裂しており，世界の悲惨を前にして

真摯に共鳴する態度と，既得権益を頑なに守ろうとする態度とが，平和裡に共

存している。固有の意味での政治社会空間の弱体化が問題となっているのだ。

連帯が強固に組み立てられておらず，その結果，連帯の感情を一貫した形で表
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現するのが困難になっている」（ロザンヴァロン 2006，ⅳ）。思うに，デモクラ

シーの危機はそこにある。すなわち，連帯の喪失は，デモクラシーが機能不全

になっている兆候ではないかと考えられる。ロザンヴァロンは「連帯の感情は

世界に拡がっているが，その内容の額は減少している。これがグローバル化の

隠された沈黙の一面である」（ロザンヴァロン 2006，ⅳ）と喝破する。グローバ

リズムを鋭く批判した警句だと思われる。

『連帯の新たなる哲学』は，「訳書あとがき」が非常に懇切丁寧な優れた力作

の邦訳書になっている。多々啓発されたが，そのうち幾つかをここに拾い出し，

紹介することにしたい。ロザンヴァロンの略歴は，すでに『ユートピア的資本

主義』について述べた時にふれているが，ここではそれ以上，それ以外につい

て記しておきたい。ロザンヴァロンは，CFDT では機関誌 CFDT-aujourdʼhui

の編集長も務めた後，一時期は社会党に近い立場で政治の世界に入るかにも思

われたが，30歳を前にしてアカデミズムの世界に戻り，EHESS にて第三課程

博士論文を提出した。『ユートピア的資本主義』（Rosanvallon，1999；ロザンヴァ

ロン，1990）がこれに当たる。その後，パリ第⚙大学ドーフィーヌ Dauphine

校，ついで EHESS で教鞭をとり，また研究を重ね，1985年にはギゾーに関す

る論文（Rosanvallon，1985）で国家博士号を取得した。EHESS では，フランソ

ワ・フュレ François Furet の後を継いで「レイモン・アロン Raymond Aron

政治研究センター」を主宰した。このセンターでは，クロード・ルフォール

Claude Lefort（ルフォール 1991；同 2017），モナ・オズーフ Mona Ozouf，マル

セル・ゴーシェ Marcel Gauchet，ピエール・マナン Pierre Manent らが活躍

している（ロザンヴァロン 2006，238）。

2001年，ロザンヴァロンは，フランスにおける知的世界の頂点ともいうべき

コレージュ・ド・フランス Collège de France に就任した。この開講講義

（Rosanvallon，2003）は邦訳（ロザンヴァロン，2002a・b）されていて，日本でも

容易に読む機会が可能であるが，訳者の言うように「抽象的な表現やもってま

わった語句が少なくない」から難解である。それでも，デモクラシーに直接言

及するものではないが，政治的なものの歴史の任務の姿について，ロザンヴァ
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ロンは次のように述べる。

彼によれば，政治的なものの歴史の任務の姿について，それがどのような姿

のものであるかを手短に示すには，ここでは以下のことがらで充分であろうと

言う。すなわち，経済の世界化がデモクラシーの空間を変容させ，一般の利益

の追求をさらに困難にして行く諸条件を喚起すること。破裂し，分散した「支

配」の形態が理解しやすくまた責任ある主権の行使にしだいにとってかわろう

としている世界の到来を確認すること。メディアの時代の圧力が惹き起こす混

乱に言及すること。国民のアイデンティティーの痙攣に関連した紛争に注意を

向けること。あるいはまた，把握が不可能であるとともに著しい脅威ともなる

権力の重みが日ごといっそう明確化する世界が始まることで生じる問題を喚起

すること。こうした性質を持つ差し迫った問いかけをめぐってこそ，今日の社

会科学の多くの研究は成立する（ロザンヴァロン 2002b，20；Rosanvallon 2003，

45)5b）。

｢理解しやすくまた責任ある主権の行使」とは，おそらく EU のことも想定

しているのではないかと思われるが，2018年の現状では，そのような「世界の

到来を確認すること」は出来ないのは残念なことである。しかしながら，基本

的には，2002年の指摘にもかかわらず，恐ろしいほどの現実を言い当てている

ことに感嘆する。

さて，『連帯の新たなる哲学』の翻訳者北垣徹によれば，この翻訳を引き受

けたのは，この書が，フランスで出版されてほぼ10年を経て，時事的な分析の

書というよりも，それ自体がある種の歴史的な意味を帯び始めたように思われ

たからであると述べている。北垣によれば，この書の打ち出す政治的立場は，

時代の変化とともに生じた福祉国家の再建を目指すというものである。当時の

フランス政治の文脈でいうと，フランス社会党のミシェル・ロカール Michel

Rocard の立場に近い。北垣は，ロザンヴァロンは何よりも福祉国家の孕む固

有の政治的次元を強調する，と言う。ロザンヴァロンにとって，福祉国家とは，

デモクラシーを基盤とする近代国家に，後になって何かが偶発的に付け加えら

れて出来た特殊な一形態ではない。福祉国家はそうではなくて，デモクラシー
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の根幹から必然的に派生するものである。したがって，ロザンヴァロンの立場

は，従来の福祉国家からリベラルな方向にややシフトするというものではなく

して，福祉国家の哲学的な基礎を確認したうえで，それを再構築しようという

ものであり，福祉国家の強化を目指していると言って好いかもしれない（ロザ

ンヴァロン 2006，241-3）。

｢福祉国家はデモクラシーの根幹から必然的に派生する」という点は重要で

ある。デモクラシーは，平等と連帯を基礎にする。逆に言えば，格差と排除は，

デモクラシーと相容れない。『連帯の新たなる哲学:福祉国家再考』の中で，ロ

ザンヴァロンは次のように言っている。「福祉国家の問題はますます市民権の

問題と重なっている。保険システムの基礎が弱体化して以来，その後を継ぐべ

きは連帯の論理となる」（ロザンヴァロン 2006，45）。そこで，政治が出番とな

る。政治の役目は社会紐帯をより読解可能で可視的なものとしつつ，それに形

を与えるのに貢献する（ロザンヴァロン 2006，45）からである。

ところで，世紀の変わり目とともに，西ヨーロッパの社会民主主義政党の動

きも急速に退潮へと向かう。フランスでは，2002年の大統領選挙において，社

会党のリオネル・ジョスパン Lionel Jospin は，1995年に次いで再び立候補し

たけれども，第一回投票で FN のルペンに敗れ，決選（第二回）投票に残れ

なかった。1990年代半ばから世紀の転換期にかけて見られた社会民主主義勢力

のあり方は，急速に忘却の彼方に過ぎゆく感がある。「とりわけ日本では，こ

の時期の西ヨーロッパの動きとまったく無縁であり，社会民主主義勢力は退潮

の一途であっただけに，この方面への関心はきわめて薄い」と北垣は力説する

（ロザンヴァロン 2006，243-4）。

北垣によれば，『連帯の新たなる哲学』において，「旧」社会問題に対して，

現在生じている「新たなる」社会問題が描かれている，と言う。ロザンヴァロ

ンはこの書で福祉国家の政治的次元を強調している。近代国家と福祉国家とは

相即的であり，福祉国家の根源には政治社会における原初の契約――国家に生

命を差し出すかわりに，国家が生命を保護する――が存在すると述べている

（ロザンヴァロン 2006，255）。政治社会における原初の契約が存在するのが福祉
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国家の根源にあるというのは貴重な考えだと思う。

したがって，ロザンヴァロンによれば，社会的なものと政治的なものとは歩

みを同じくし，福祉国家の再建にはデモクラシーの見直しが伴わなければなら

ない。北垣によれば，この論に従うなら，今日の福祉国家とは，19世紀におけ

る社会的なものの構築によるというよりも，20世紀の二度にわたる大戦を通じ

て形成されたいわゆる総動員体制によることになる。そもそも，福祉国家は，

歴史的に見て，戦争と密接な関りを持ち，すでにフランス革命期において，諸

外国との革命防衛戦争のなかで福祉国家的制度の萌芽が生まれたことも，『連

帯の新たなる哲学』で指摘されている点である，と北垣は言う（ロザンヴァロ

ン 2006，255-6）。

ロザンヴァロンは，福祉国家の再建には，国民の再創造が必要であると主張

する。注意すべきことは，その場合の国民とは，単なる排外主義的なナショナ

リズムとは関係ないということである。ロザンヴァロンは言う。国民とは何よ

りも「これから活性すべき再分配の空間である」。それは所与のものではなく，

これから建設されるべき何ものかである。したがって，北垣によれば，ロザン

ヴァロンのいう国民とは，ある国民的象徴に心理的に同一化することによって

生み出されるものではなく，また外部の敵を想定して内の凝集力を高めること

によって生み出されるものではない。ロザンヴァロンは，国民概念の「ポピュ

リズム的逸脱」を批判しつつ，そのデモクラシー的な連帯主義的次元を正確に

見据えねばならないと主張している（ロザンヴァロン 2006，256）。

これに関連して，ロザンヴァロンは，本稿注 2) でふれた「朝日新聞地球会

議2017」において，司会者の「デモクラシーへの幻滅，失望についてはどう

か」という質問に答えて次のように述べたことに注目したい。すなわち，彼に

よれば，分断を解決する策はある。1890年から1910年代，ナショナリズムは健

全で民主的な社会をつくるための運動だった。いつからか排外的なものに転換

した。今日，われわれは新しい連帯を図るため，デモクラシーを改善するため，

見捨てられた階層を救うことに努めるべきだ。人々の連帯を促す必要に迫られ

ている（『朝日新聞』，2017年10月⚓日）。問題はどのようにして，具体的，実践的
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に「人々の連帯を促す」ことが出来るかにあると思われる。

1．前 提

ロザンヴァロンによれば，現実のデモクラシー démocraties réelles の歴史

は緊張と抗争を含むものであった。だからこそ，デモクラシーの代表制統治の

理論が選挙のメカニズムを通して繋ごうとしたのは，正統性と信頼であったこ

とはあきらかである。正統性とは司法的な属性である。それは投票の純粋で議

論の余地ない産物である。信頼はもう少し複雑である。その機能は三つある。

第一に，それは正統性の拡大の役割を果たす。すなわち，単なる正統性の手続

き的なものに加えて，道徳的な面（広い意味での誠実）と実質的な面（共通善へ

の関心）である。次に，信頼は時間的な役割も果たす。すなわち正統性の拡大

は未来にまで続くのである。最後に，信頼は制度における倹約家である。それ

は証明や証拠のためのさまざまな手続きを必要としない（Rosanvallon 2006，

11-2；do. 2008，3-4；土倉 2016，31；ロザンヴァロン 2017，4-5）。

ロザンヴァロンは言う。もし，われわれがデモクラシーという経験の多様性

を理解しようとすれば，われわれはこの現象の二つの側面を考えなければなら

ない。すなわち，代表選出制度の機能と逆機能が一方にあり，政治不信の組織

が他方にある。現在に至るまで，歴史学者と政治学者は前者の側面に主たる関

心を持って来た。ロザンヴァロン自身も，この分野で，シチズンシップ，代議

制，主権の制度の問題を一連の著作を刊行してきた5c）。しかし，今や後者の局

面が研究されるべきである，と彼は言う。たしかに，民主主義への不信につい

ては，公権力の拡大に対する抵抗の歴史，そしてそのような抵抗が引き起こす

反動の問題，あるいは，市民の民主主義への不信と政治システムへの拒絶をめ

ぐる社会学といったようなさまざまな研究がなされて来た。これらに関する行

動の独特なかたちと対応は注意深く検討されなければならない。だが，これら

の研究は，まだ，より一般的な構造枠組みに結びついていないし，自由で公正

な世界に向けての闘争という文脈で，これらの現実を展望しようとする広大で

漠然とした試みからは遠いということになる。したがって，ロザンヴァロンは，

― 13 ― ( 13 )

不信の時代のデモクラシー：ピエール・ロザンヴァロンによせて



対照的に，不信という多面的な徴候を包括的な構造枠組みで捉えようとする。

すなわち，政治不信の現状を体系的，整合的な方法でその特性を説明しようと

する。要するに，政治不信の徴候を政治システムの成分であると理解するので

ある。ロザンヴァロンは，政治不信を，民主主義がいかに機能するかを理解し，

民主主義の歴史と理論の理解を広げるための基盤として利用しようと考えてい

る（Rosanvallon 2006，12-3；do. 2008，5-6；土倉 2016，3；ロザンヴァロン 2017，5）。

ロザンヴァロンは『朝日新聞』に次のような談話を寄せている。「人々は，

政治の世界が社会をちゃんと代表していない，社会からの言葉に耳を傾けてい

ない，と感じている。自分たちの言葉を届けるには投票以外の方法も必要だと

意識している」。「カウンター・デモクラシーは，政府を牽制したり監視したり

批判したりといった機能を担う。たとえば，政策への抗議のデモだとか，権力

を批判し監視する NGO などもそれにあたる」。「選挙での投票は，期待通りに

行動してくれそうな人への『信頼』を表明すること。カウンター・デモクラ

シーは『不信』感を通して，制度に一種の試験をすること。民主主義は二本の

足で立つ。一つは『信頼』，もう一つは『不信』。前者を代表制が，後者をカウ

ンター・デモクラシーが引き受ける」（『朝日新聞』，2015年⚔月⚑日；土倉 2016，

40）。

現代社会は，社会が機能するうえで信頼の果たす役割が全般的に侵食されて

いること，また結果的に不信という反動が増大することを構造的な特徴として

いるが，このデモクラシーにおける政治不信のインパクトは，そうした特徴の

度合いに応じていっそう大きくなっていく。科学的・経済的・社会学的な三つ

の要因が，それぞれこの「不信の社会」の到来の原因をなしている。第一の科

学的な要因は，ウルリッヒ・ベック Ulrich Beck が『危険社会』（ベック，

1998）において見事に解明してみせたものである。危険社会とは，構造的に未

来に対する不信の社会である（ロザンヴァロン 2017，8；Rosanvallon 2006，16；

do 2008，9；岩崎 2017，265）。2017年大晦日の『朝日新聞』社説は「社会的想

像力が弱まれば，負担を押しつけられた人は押し付けられたまま，ブラック

ボックスはブラックボックスのまま，力を持つ人の声だけが響く，それはそれ
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でスムーズな社会が現出するのだろう」とシニカルに述べている（『朝日新聞』，

2017年12月31日)6）。不信の社会とは社会的想像力の弱まった社会なのである。

第二に，マクロ経済の領域でも信頼は後退している。信頼を，将来の行動に

関し仮説を作り上げることのできる知の形と定義するなら，当該知，つまりこ

の場合なら経済予測という名を持つ知は衰退しつつある，と言わざるをえない。

不信の姿勢は公共政策のより広範な無力感に広く結びついている。不信の社会

の到来は，第三に，社会学的なメカニズムからも生じている。政治哲学者マイ

ケル・ウォルツァー Michael Walzer（ウォルツァー 2012）の表現を借りるなら，

この「隔反の社会 société éloignement」においては，社会的信頼を確立する

ための物質的基盤が崩れてきている（ロザンヴァロン 2017，9；Rosanvallon 2006，

17-8；do 2008，11；土倉 2016，33）。

カウンター・デモクラシーの三つの次元として，一つは指導者を選ぶために

市民が行使する選挙権がある。1789年以降，ある言葉が用いられるようになる。

監視という言葉である。監視の三つの様態とは，警戒，告発，評価である。そ

れぞれが選挙の正統性をより幅広い社会的正統性の形式へとはめ込むことに貢

献している（ロザンヴァロン 2017，10-1．Rosanvallon 2006，19-20；do 2008，12；

岩崎 2017，266-7）。

制裁と阻止の権限の拡大は，カウンター・デモクラシーを構造化する不信の，

二つ目の形となる。委任に基づくデモクラシーの限界を経験するにつれて，そ

の非対称性の重要さはいや増していった。結局のところ，政府に何らかの行動

を取らせる，あるいは何らかの決定を下させるよう，市民が制約を加えること

はほとんどできないことが明らかになると，市民らは権力に対する制裁を増や

すという実行形式に打って出た（ロザンヴァロン 2017，12；Rosanvallon 2006，

20-1；do 2008，12）。

カウンター・デモクラシーは第三に，「判事としての人民」の台頭によって

構成される。政策の司法判断がそのもっとも顕著な仲介役となっている。今や，

まるで選挙では絶望的に得られない結果を，市民は裁判に期待するかのようだ

（ロザンヴァロン 2017，14；Rosanvallon 2006，22-3；do 2008，12-3）。
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『社会契約論』（ルソー，2008）でルソーは，市民権の定義を「複合化」した

いと願っていた。単純な投票権のほかに，意見陳述権，提案権，分割審議権，

討論権を付加することを提案した。アルバート・ハーシュマン Albert

Hirschman（ハーシュマン，2005）は，「発言」「離脱」「忠誠」といった表現を

区別することで，集団行動の語彙を豊かにすることを提唱している。カウン

ター・デモクラシーのこうした各種表現の歴史と理論化にこそ，ロザンヴァロ

ンがまず第一に主張しようとしているところである（ロザンヴァロン 2017，16；

Rosanvallon 2006，24；do 2008，17-8；岩崎 2017，266-7）。

政治学は，だいぶ以前から，「従来型ではない政治参加」の諸形態を区別し

ようとし，投票所に赴く人々が減少しているその時に，同時に政治参加が多様

化していることを確認して来た。ストライキやデモへの参加率，嘆願書への署

名数，試練に際してさまざまな形でなされる集団的連帯の表明などは，われわ

れが政治的に無気力な時代に入ったわけではないこと，私的領域への引きこも

りの増加という考え方には根拠がないことを示唆している（ロザンヴァロン

2017，16-7；Rosanvallon 2006，25；do 2008，19；岩崎 2017，268）。

たしかに，投票は市民権のもっとも顕著で，かつもっとも制度的な表現方法

ではある。その行為は，はるか昔から，政治参加と市民の平等という理念を象

徴して来た。だが，政治参加の概念は複合的である。そこには，民衆と政治世

界との，三つの次元の相互作用が混在している。すなわち，表明，関与，介入

である。「表明的デモクラシー」は，社会の意見表明，集団的感情の発露，政

府とその行動に関する審判の明言，あるいはまた要求の提示に対応する。「関

与的デモクラシー」とは，市民が互いの協議や結びつき通して共通世界を作り

出すための，手段の全体を包括する。「介入的デモクラシー」はというと，望

ましい結果を得るためのあらゆる形の集団行動によって構成される（ロザン

ヴァロン2017，17；Rosanvallon 2006，26；do 2008，20）。

選挙に基づくデモクラシーは疑いようもなく浸食されている一方で，表明・

関与・介入的デモクラシーは広範に展開し，強固なものとなって来た。した

がって，あらゆる点において，受動的市民という神話について論じる必要があ
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る（ロザンヴァロン 2017，18；Rosanvallon 2006，27；do 2008，20-1）。

公共の事案への関心が薄れる，あるいは市民の活動が衰退するという意味で

の脱政治化というものは存在しないとしても，一方で，政治の問題そのものに

対するある種の関係は大きく変化した。だが，その変化は，慣習的に示唆され

るのとは別の次元に属している。現代の問題は，受動的であることにではなく，

「不手際 impolitique」な部分に，つまり共同世界の組織化に結び付いた問題の

全貌が掌握できないという点にある。カウンター・デモクラシーのさまざまな

形を貫く特性を私たちは探求していくわけだが，それは市民社会と制度との距

離を穿つことにもなるだろう。かくして，そうしたさまざまな形象から，統制，

反対勢力，権力の格下げなどに基づく，一種の「カウンター・ポリティクス」

が描き出される。人はもはや権力を優先的に勝ち取ろうとは思わなくなる（ロ

ザンヴァロン 2017，19；Rosanvallon 2006，28-9；do 2008，22-3；岩崎 2017，268）。

ロザンヴァロンは次のように宣言する。私たちが提唱するアプローチは，ま

た新たな形でデモクラシーの歴史を探求することにもなる。私たちが示唆した

間接的な権力の諸類型には，「ポストデモクラシー的」であると同時に「プレ

デモクラシー的」でもあるという特徴が見られる（ロザンヴァロン 2017，21；

Rosanvallon 2006，30；do 2008，24），と。

すなわち，原理上「社会的なもの」であるカウンター・デモクラシーは，具

体的な力，実践的な抵抗，直接的な反動に他ならない。それは，本質において，

問いかけ，制裁，異議申し立てなのである。選挙・代議制デモクラシーが諸制

度の遅々たる動きに従うのに対して，カウンター・デモクラシーは絶え間なく

自らを示し，いかなる制約にも従わない。それは，ある意味で，デモクラシー

の直接的な動きなのである（ロザンヴァロン 2017，22；Rosanvallon 2006，30-1；

do 2008，25）。

2．監 視

テクノロジーの進歩，都市部での監視カメラを用いた IT の進歩は，個人の

行動にいっそう張り付こうとする管理システムの開発と同様に，オーウェル的
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な物の見方になにがしかの内実を与えて来た。だが，だからといって，逆の現

象を過小評価することになってはならない。すなわち，社会による権力の監視

である。カウンター・デモクラシーは，フーコーが記したものと類似の管理メ

カニズムを，今度は社会の利益のために動員する。監視，告発，評価は，その

主要な三つの様態をなしている（ロザンヴァロン 2017，32-3；Rosanvallon 2006，

37-8；do 2008, 32）。

公民的警戒は直に政治的なもので，さまざまな様態で姿を現す。報道機関，

各種団体，組合などによる介入や，嘆願，ストライキなどである。それは，常

に，警告と異議申し立てという基本的役割を果たす。だが，今やそれは，もう

一つの警戒でもって裏打ちされている。それらはより拡散していて，統治者の

行動に対して，被統治者側から寄せられる評価と批判の止むことなき流れとい

う様態で現れる（ロザンヴァロン 2017，38；Rosanvallon 2006，45；do 2008，39）。

このような様態でもって，一種の「拡散デモクラシー」への移行がなされる。

その際には，政治参加手続きの拡張というよりも，むしろ「社会的注意」の各

種形式の台頭が，移行の仲介をなす。国の枠組みの外で民主化の問題を理解す

るには，まさに社会的注意こそが考慮すべき決定的要因をなしている。警戒と

いう実践は，市民が真の政治集団を形づくれないところにおいて，ますます市

民の実践的介入のてこ入れをなすようになっている。ヨーロッパ司法裁判所は，

そのもっとも名高い命令の一つにおいて，この側面を強く前面に押し出した。

「権利の保護に関心を寄せる個人の警戒は，統治者への効果的な統制をもたら

す」と考えているのである。警戒する市民という人物像は，このように選挙民

としての市民の人物像をも凌駕している（ロザンヴァロン 2017，39；Rosanvallon

2006，46；do 2008，40-1）。

醜聞を告発するとは，まずは「明るみに出す」こと，隠れたものを明示する

ことに他ならない。醜聞の告発は，周知することには直に正す役割があるとい

う信念にも基づいている（ロザンヴァロン 2017，42；Rosanvallon 2006，48；do

2008，43）。

告発のメディアの企てに見られるいくつかの客観的な政治的機能は，メディ
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ア自身が伝達するユートピア的文言を越えて記述することが出来る。まずは

「議題設定機能」がある。二つ目として，告発行動における「定着効果」が挙

げられる。告発は規範もしくは集団的価値を確証づけ深めることを導く（ロザ

ンヴァロン 2017，43；Rosanvallon 2006，50；do 2008，45）。

醜聞の概念そのものも，そのため著しく拡大し，社会的に「異常」もしくは

不正と考えられる事態をも包摂するようになった。まさにこのような形で，社

会規範は行動の真の判事となり，名声を作り上げたり解体したりするように

なった。今や主権の有効な形象として定着していると言っても過言ではない。

社会の状態としてのデモクラシーは，このように体制としてのデモクラシーに

重なるようになってきた。トクヴィルが描いた順応主義の権力は，もはや道徳

のみを支配しているのではない。それは政治的な力として課せられてもいる。

新たな告知の時代にあって，それは政治的追放にも匹敵しうる。名声の破壊は，

このように，潜在的には単なる選挙での敗北以上に，持続的で深い傷をもたら

す。ゆえにそれは「ディスクロージャーによるデモクラシー」と呼ばれたりも

した（ロザンヴァロン 2017，48-9；Rosanvallon 2006，56-7；do 2008，51-2）。

今日の世界では，評価の技術は明らかにいっそう高度なものとなっている。

「ニュー・パブリック・マネジメント」の観点から，これまでなかった比較と

計測の必要が導かれて来ている。政治の領域でも事態は同じである。市民の新

たな期待が，調査や鑑定の手段の発展に結び付いて来た。市民は次第により

いっそう体系的に統治者の能力を問うことになる。統治者の行動の帰結を恒常

的に値踏みするのである。技術情報と査定一般の普及は，知的水準の高まりと

ともに，今やはるかに脆弱化し依存性を増した統治者の恒常的な審判を決定的

に促すことになった（ロザンヴァロン 2017，50-1；Rosanvallon 2006，60；do 2008，

54-5）。

アランは，19世紀の共和主義的精神が生み出したもっとも寛容でもっとも真

摯な姿勢を，メランコリックに，かつ模範として体現した哲学者である。アラ

ンにとって共和制は単なる体制にはとどまらない。いわば権力の正統化と組織

化の様式以上の存在なのである。それは公共のモラルや市民行動と切り離すこ
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とが出来ない。アランは，こうして1789年の先人たちの語調を踏襲し，市民に

「恐るべき権力を統制し，監視し，審判する」よう呼びかけている。彼は理想

としてこんな提案をする。「市民の側は強靭であり続けてほしい。精神的に強

靭であり，不信で武装し，首長の企図や口実に対して常に疑いの眼を向けてい

てほしい」（ロザンヴァロン 2017，53；Rosanvallon 2006，64；do 2008，58）。

この厳粛さは，アランの場合，政治の本質に対する懐疑主義で彩られている。

彼の眼からすると，権力というものは愛されない運命にあり，議員の持つ権力

も結局のところ他の権力と違いはない。いきおい，アランは「自由な市民がほ

とんどいつも不満分子」であることは避けがたいと考えている。熱烈な共和主

義者だったアランは，同時にデモクラットとしては穏健派でしかなかった。た

とえ，人民主権が，直前の世代に属する共和主義の二人の偉大な哲学者，シャ

ルル・ルヌヴィエ Charles Renouvier とアルフレッド・フイエ Alfred Fouillée

が表明したような恐れを，もはや抱かせはしなかったにせよ。『プロポ』（アラ

ン，2000，2003）の著者は，普通選挙制に命じる力よりもはるかに強い規制の

メカニズムを見出していた（ロザンヴァロン 2017，53；Rosanvallon 2006，64-5；

do 2008，58）。

アランにとって，デモクラシーは基本的に「統制と抵抗の権力」なのである。

彼の眼には，実効的な主権は否定的なものとしか映らなかった。彼はこう問う

ている。「政治学がまったく定義づけていない第三の権力，私が調整的と呼ぶ

権力以外に，どこにデモクラシーがあるというのだろう。その権力は長い間革

命やバリケードを通じて行使されて来た。だが，今や，それは釈明要求

interpellation を通じて行使されている。その意味で，デモクラシーとは，被

統治者が権力の濫用に反対する恒久的努力のことである」。ゆえに，アランは，

民衆の力は非難の中にしか見いだせないと考えたオーギュスト・コントに同意

していた。統治する民という理念は，コントにおいて不信な民という理念に

取って代わられている（ロザンヴァロン 2017，53-4；Rosanvallon 2006，65；

do2008，58-9）。

アランはこうも述べている。「デモクラシーの偽の理念は，人民が統治する
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というものである。だが，これもまた，言われているように，デモクラシーの

誤りではない。それはデモクラシーについての誤りなのだ。デモクラシーは民

にまなざしと審判の権力をあてがう。それ以上であってはならない」（ロザン

ヴァロン 2017，109；Rosanvallon 2006，65，note 1；do 2008，note 58-9）。

アランは本来の共和主義の伝統をさらに延長し，自由は警戒の申し子だと考

えるが，同様に，嫌疑を政治の主要な徳として打ち立ててもいる。アランが切

望する警戒は，したがって，期待にも要請にも結び付いてはいない。それは一

歩引いた態勢から発せられるのであって，関わろうとする欲望から発せられる

のではない。アランは二つの世界の狭間にいる者である。新世界と旧世界，自

由主義と共和主義，距離感と参与，政治と倫理の狭間である（ロザンヴァロン

2017，55；Rosanvallon 2006，66；do 2008，60）。

｢新たな社会運動」の支配的特徴は，それらの運動が，警戒，告発，評定と

いう三つの行動を中心に組織されているところにある。それらの運動はカウン

ター・デモクラシーのもっとも可視的でもっとも構造化された担い手をなして

いる（ロザンヴァロン 2017，57；Rosanvallon 2006，68；do 2008，63）。

デモクラシーの実像というものは，選挙・代表制の世界と，カウンター・デ

モクラシーの世界との緊張関係によって構造化されているのであり，統治権行

使のための単純な自由競争によるものではもはやない。諸団体と政党との関係

も同様に著しく変化した。1970年代までは，社会闘争の「政治的出口」の問題

が重要だった。政治の垂直的・ヒエラルキー的見方が支配的だった。当時，社

会問題とは，いわば政治の予備教育のようなものだった。そうした見方のレー

ニン主義的な急進化を断固拒んでいた人々ですら，権力については多少とも一

様に捉えていた。だが，もはやそういう状況にはない。政党の権威は侵害され，

と同時に，政権交代という古い観念も相対化した（ロザンヴァロン 2017，

59-60；Rosanvallon 2006，71；do 2008，65-6）。

メディアは監視のデモクラシーのルーチン的機能的な形態をなしており，市

民社会の活動家組織がいわばその積極行動主義的主軸を体現するのである。そ

れゆえ，メディアは機能上補完的なものでしかない。まさに，そのことが「メ
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ディアを憎むな，メディアになれ！」という有名なスローガンに内実を与えて

いる。これまで，私たちは，暗にインターネットを一種の「ニュー・メディ

ア」として理解して来た。インターネットは，たしかにメディアであり，アク

セスのコストや生産様式，配布や規制のプロセスなどに特殊性が見られる。だ

が，そのような見方にとどまってはいられない。ウェブもまたそれだけで一つ

の「社会形態」となり，と同時に，真の「政治形態」にもなった。まずもって

それは独特な社会形態である。これまでにない形で共同体の形成に競合してい

るからである。というのも，インターネットの場合，社会的繋がりは，もはや

凝集の形，連携や同化の形では理解されないからである。インターネットが創

り出す社会的なものとは，純粋な流通，自由な対話，散発的な出会いの連続，

ツリー上のオープンな接続可能性のことをいう（ロザンヴァロン 2017，60-1；

Rosanvallon 2006，72-3；do 2008，67）。

政治形態としてのインターネットの特徴は，逆に私たちの関心をより直接的

にそそる。1980年代に支配的だった考え方は，コミュニケーションの新技術が

より直接的な市民の介入を可能にし，デモクラシー的実践を一変させるだろう

というものだった。1990年代に開かれた展望は，一般原理として肯定的に受け

とめられている一つの地平を，今なお描き続けている。キャス・サンスティー

ン Cass Sunstein の『インターネットは民主主義の敵か』（サンスティーン，

2003）のような有名な著作は，この点において問題に対する新たなアプローチ，

より省察に満ち，より明晰なアプローチを描き出している（ロザンヴァロン

2017，62-3；Rosanvallon 2006，75；do 2008，68-9）。

とはいえ，インターネットの政治利用に関するこうした企図や省察は，個別

のあらゆる違いを越えたところで本質を捉え損なっているように思われる。公

的活動の選挙・代表制の次元に応用することだけにひたすら注力しているので

ある。論者たちは，そのような参加と討議の面にのみ自らを位置づけ，デモク

ラシーの進展を論じて来たのだ。一方，インターネットの実際の主要な役割と

いうものは，そこにはない。それは，むしろ，警戒，告発，評定の機能への自

発的な適合にこそ宿っている。さらに言えば，インターネットはそうした権力
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の「現実化した」表現なのである。インターネットは単なる道具であるどころ

か，それは監視の機能そのものとして「在る」。そうした機能を，その潜在性

ばかりか，そこに含意される偏向，さらには操作をも含めて，きわめて適切に

定義づける運動なのである（ロザンヴァロン 2017，63-4；Rosanvallon 2006，75；

do 2008，70-1）。

監視のデモクラシーは，現代においてもう一つの形態を借用している。すな

わち独立した権威という形態である。法的・政治的省察でとくに考慮されて来

たのは，情報通信，金融市場，視聴覚メディアなどの規制機関だった。一方，

それに似た別種の機関もまた存在する。フランスでは，「国家職業倫理安全保

障理事会 Commission nationale de déontologie de la sécurité＝CNDS」が2000

年に創設された。公的機関が正しく機能することを保証するためには，監視す

る第三者が必要となるのである（ロザンヴァロン 2017，64-6；Rosanvallon 2006，

76-7；do 2008，71-3）。

デモクラシーは，今や機能不全のリスクをその定義に組み入れ，自己批判の

手段をその制度内に備えていなければ花開くことが出来ないものと理解される

のである（ロザンヴァロン 2017，67；Rosanvallon 2006，79；do 2008，74-5）。

台頭し始めていたさまざまな統制と監視の権力は，近代的な議会制度の確立

を通じて制度化・合理化・構造化されることになる。その途を開いたのはイギ

リスである。きわめて早い段階から組織化されていた議会による会計検査7a）

のほかに，権力側の行為に関する独立した調査権もまた，議会がもっとも念を

入れて行使する権限の一つをなしていた。議会調査権があることで，イギリス

では，数多くの改革案を審議でき，代表たちには独自の判断を練り上げる可能

性が与えられ，技術的には内閣の立場に反対することも出来た（ロザンヴァロ

ン 2017，70；Rosanvallon 2006，83-4；do 2008，78-9）。

ジョン・スチュアート・ミルは，『代議制統治論』（ミル，1997）において，

この観点をもっとも見事に示して見せた。その論証は，行動と統制との非対称

性原理に立脚しており，ミルにとっては，まさにそれが権力分立の真の動因を

なしている。彼はこう強調する。「統治の苦役を統制することと，それを現実
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に達成することの間には，一つの根本的な違いが存在する。同じ人間，あるい

は同じ集団がすべてを統制する権能を持つこともありうるが，すべてを実行す

ることは出来ず，きわめて多くの場合，自ら動こうとしないほうが，あらゆる

事物に関するその統制はより満足行くものとなる」（ロザンヴァロン 2017，71；

Rosanvallon 2006，85；do 2008，80）。

ミルの眼には，この非対称性は，行政権と立法権の間の非対称であると映っ

た。「代表議会の真の務めは統治することにあるのではない。それは根本的に

非固有の役割である」。「そうではなく，政府を監視し，統制すること，その行

為をすべて白日のもとに晒し，それらの行為が異議申し立ての対象となりうる

場合には説明と正統化を求めること，それらが断罪の対象となりうる場合には

断罪すること，政府の構成要因が職務を濫用する場合，もしくは国民が表明す

る意志に反して遂行する場合にはその者を罷免し，明確もしくは実質的に後継

者を指名することにある」（ロザンヴァロン 2017，71-2；Rosanvallon 2006，85-6；

do 2008，80-1)7b）。

議会による統制権は，ミルからすれば受動的なものに過ぎない。ミルからす

ると統治行動には統制の能力を超えた能力が必要とされる。この機能的な区別

は，ミルの場合，明らかにエリートと大衆の距離感から派生したものである。

彼はぶっきらぼうにこう記している。「統治行動は多数の集団の任務ではなく，

そのための訓練を受けた個人の任務である。議会の真の務めとは，それら個人

が誠実かつ知的に選出されるよう監視することにあり，それがなされた後は，

彼らの行動を批判したり，彼らの考え方を提示したりするため，あるいは国と

しての同意の官印を与えたり，拒んだりするため以外には，彼らの行動に関わ

らないことにある。そうした分別ある慎みがないがゆえに，国民議会はよく出

来もしないことをする羽目になってしまう。すなわち統治と立法である」（ロ

ザンヴァロン 2017，72；Rosanvallon 2006，86；do 2008，81）。

指導者を民衆が単純に指名するという以上に，市民の統制こそがデモクラ

シーを定義づけることになる。だが，この二重性は，次第に近代人の眼には判

読しがたいものになっていった。それほどまでに，選挙制度が，統治者の選択
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技法，市民と権力の信頼関係の構築様式，そして公的活動の規制システムを同

時に兼ね備えた，ある種の十全なデモクラシーの制度として定着したからであ

る。デモクラシーの歴史を再解釈し，それによって，現代政治の不全のもっと

も深い根を理解する決め手は，その二重性がいかほどのものだったかを見極め

ることにある（ロザンヴァロン 2017，77；Rosanvallon 2006，91-2；do 2008，87）。

ジャーナリストに固有の権限とは何だろうか？ それは監視の権限である。

革命期の言葉遣いにおけるこのキーワードが示しているのは，まさに古来の監

察官，執政官，審査官の役割であり，同時代人の多くがそこに，あらゆる制度

的な支えから独立した直接的な内実を与えたいと考えていた（ロザンヴァロン

2017，92；Rosanvallon 2006，109-10；do 2008，107）。

市民社会のなんらかの団体もしくは組織は，その機能ゆえに，それぞれの介

入領域にもたらしうる実利的貢献によって「経験的正統性」を享受する。それ

らについて「有用性による正統性」と称することも出来るだろう。各種団体の

行動は，このような形で社会的には十全に認知される。だが，倫理的・機能的

なものであるこの種の正統性は，政治に固有の正統性からはかけ離れている。

というのも，後者の場合，関係するのは別種の性質，何よりもまず一般性とい

う性質だからである。間接的権力に政治的な種類の正統性を認める可能性を探

る私たちの考察を進めるためには，あらかじめこの一般性のカテゴリーについ

て深めておく必要がある。それが現れる三つの種類を区別することが出来る。

すなわち，数，独立性，道徳的普遍性である。それぞれの次元に，特殊な種類

の制度化が結びつく（ロザンヴァロン 2017，96-7；Rosanvallon 2006，114-5；do

2008，112）。

数による一般性は，デモクラシーの領域においてもっとも明白なものと認め

られる一般性である。多数派の人々が明示する同意を得た体制が，正統なもの

と考えられる。その多数派は，事実上，理論的に上位をなす全会一致での同意

の一形式と慣習的に同一視される。したがって，普通選挙はこの正統性を組織

する制度ということになる。この場合を「社会・手続き型の正統性」と呼ぶこ

とも出来る（ロザンヴァロン 2017，97；Rosanvallon 2006，115；do 2008，113）。
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独立性の一般性はというと，非・特殊性として否定的に理解される一般性を

定義する。公正さで定義される集団とは，自らの有用性に適応した機関のこと

を言う。それはとりわけ裁判所だったり，独立した権威だったりする。それは

まさに言葉の強い意味での「公正さによる」正統性である（ロザンヴァロン

2017，97-8；Rosanvallon 2006，115；do 2008，113）。

一般性の第三のカテゴリーである道徳的普遍性は，あらゆる者が認める価値

の顕現に対応している。それもまた，法が表現するような，認識論的な種類の

普遍，理性の普遍，「道具的な普遍」によって定義できる。この三番目の形式

の一般性を表す機関は，社会的に認められた権威（象徴的個人，宗教組織，慈

善団体など）から，より知的な性質の権威まで，物事の理解のされ方に応じて

多岐にわたりうる。この場合を「実質的正統性」と呼ぶことが出来る（ロザン

ヴァロン 2017，98；Rosanvallon 2006，115-6；do 2008，113-4）。

代表制統治の古典的理論では，実践においてもそうであるように，選挙民は

統治者を正統化する役割を担っていた。統治者の側は，きわめて広範な自律的

行動の権能をもらっていた。だが，もはやそういうものではなくなっている。

選挙による委任は，今や，政治的に「予測可能性」が減じた世界に組み込まれ

ている。世界を構造化するのは，もはや，規律を持った組織，きちんと定義付

けられた政策綱領のある組織ではない。そうした組織は，従来，あらかじめ対

立が明確に描き出された場に根ざしていた。今や，統治者の正統性とその行動

の正統性との間には，従来以上に際立った区別が生じている。かつて選挙はそ

れら二つの次元を結びつけていたが，現在の選挙の影響範囲はだいぶん制限さ

れている。選挙は今や単に統治者の「指名」の様式に過ぎないと言うこともで

きる。統治者が進める政策の正統性はというと，それは絶えず試練に曝され，

日々，ケースバイケースで勝ち取られなくてはならない。そのため，ここでも

また，実質的な正統性が占める範囲が大きくなっている。私たちが探求して来

た監視の権力が行使されるのは，まさにそれら二つの正統性の溝を埋めるため

なのである。したがって，監視の権力は，このような形で，さらなる正統性を

獲得するようになった（ロザンヴァロン 2017，100-1；Rosanvallon 2006，118-9；
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do 2008，116-7）。

3．阻 止

｢自ら秩序立てる権利，あるいは他者によって秩序づけられたものを修正する

権利を，私は『制定する権能』と呼ぼう。また，他の誰かによって決定された

決議を無効にする権利を，私は『阻止する権能』と呼ぼう」。モンテスキュー

（モンテスキュー，1989）によるこの区別は，現代政治の変容を理解するうえで

の基本をなしている（ロザンヴァロン 2017，120；Rosanvallon 2006，125；do 2008，

121）。

現代において支配的になっている事象として，批判的主権性，すなわちデモ

クラシーの対立的な活力という性質を肯定的に示すものだったその主権が，純

粋に否定的な主権へと堕落したことが挙げられる。かくして，民衆の実効的主

権は，今や，一貫した企図の表明を通じてというよりも，むしろ繰り返される

突発的な拒絶という形で，はるかに多く示されるようになっている。例えば，

選挙は，基本的に，現役議員を罰する機会になっている。いきおい，カウン

ター・デモクラシーの活力も，狭義のコーポラティズム，あるいは純粋に反動

的なポピュリズム的反応へと劣化している。そこから，政治領域に奥深い変容

が生じているのであり，そうした変容によって密かに定着して来ている類の体

制を，周到さをもって記述して行かなくてはならない（ロザンヴァロン 2017，

121-2；Rosanvallon 2006，127；do 2008，122-3）。カウンター・デモクラシーが，

狭義のコーポラティズムや，ポピュリズムに劣化して行くというロザンヴァロ

ンの発想は鋭い着眼だと思われる。

フランスでは，主権が真に定義されるのは，あくまでなんらかの「一者」の

もとで，だった。立法権と同時に同じ形式で選ばれる統制の機構を設置するこ

とは，二元論をもたらすとして非難された。そこには，混乱と人民主権の価値

の低下が萌芽として含まれているとされたのだ。「あなたがたは立法機関が主

権を行使することを宣言した。その横に，さらに上位の権威を打ち立てるのは

滑稽なことである」と，エロー・ド・セシェル Herault de Secelles へのある
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反対者はそうした方向で議論をまとめている。同じような考え方をすでにロベ

スピエールも打ち出していた。護民院の設置に反対するためである。「暴君の

権威に均衡をもたらす組み合わせが，私たちにとっていかに重要なことか！

根絶すべきは暴政である。人民がわずかな間息をつく特権を求めるべき先は，

支配者同士の争いではない。自分自身の力にこそ，その権利の保障を位置づけ

なくてはならないのだ。私が認めることのできる護民官は一つしかない。それ

は人民自身である」（ロザンヴァロン 2017，134；Rosanvallon 2006，142；do 2008，

139-40）。

さまざまな意味論的変異を超えてここに働いているのは，政治の同じ非制度

化の作用であり，まさにそうした言い方においてこそ，恐怖政治の一時期全体

を理解しなくてはならないのである。したがって，ジャコバン派の眼からする

と，世論の散漫な圧力と，抵抗や暴君殺害の権利の近代的呼称である蜂起との

間には，合法的に組織される阻止権の場所などまったく存在しない（136頁；

Rosanvallon 2006，144-5；do 2008，142）。

18世紀の終わりに，阻止権の合憲化をめぐる考察がもっとも深みのある表現

を見出すことになるのは，パリにおいてではなく，イエナにおいて，フィテの

筆のもとで，だった（ロザンヴァロン 2017，136；Rosanvallon 2006，145；do 2008，

142）。

代表制の制度設計は，どの国でも，19世紀の前半に，限定的な権力を打ち立

てようとする自由主義的配慮を中心に組織されて来た。だが，デモクラシーの

要点は，合憲的な制度設計の領域には位置づけられて来なかった。普通選挙の

確立こそが，最優先の闘いとして，明確に幅を利かせていたからである。1848

年のフランスにおいて，万人が投票できる制度の到来を讃えた『共和国会報

Bulletin de la République』誌の言葉が，この精神状態を端的に示している。

「この法律が出来た時から，フランスにはもはやプロレタリアートはいない」。

「今や，政治学が見出された。これからは，それが大々的にかつ端的に応用さ

れることになるだろう」。ルドリュ・ロラン Ledru -Rollin は抒情的にそうコメ

ントした（ロザンヴァロン 2017，142-3；Rosanvallon 2006，153-4；do 2008，150）。
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フランスでは，1848年以降，労働者が投票権を得たが，周縁に追いやられて

いるとの感覚はそれでもなくなってはいなかった。まず，一つ目の理由として，

彼らが，自分たちは共和制のエリートらによって代表されていないと感じてい

た。そこから，労働者のアイデンティティーに特化した代表擁立の道を見出す

べく，長きにわたる闘いが生じて行く。また別の理由として，彼らが経済的繁

栄から排除されていたからでもある（ロザンヴァロン 2017，144；Rosanvallon

2006，154-5；do 2008，151-2）。

ストライキには二重の重要性が付された。それは，力の均衡を構築する手段

であると同時に，表現の形式でもあった。政治・社会の全体的事柄であると

言ってもよい。ストによって，19世紀の労働者たちは，自分たちが実際に行使

できる唯一の権力を獲得したのだ。それが阻止権である。19世紀末，ゼネスト

という考え方が「生産力の普遍的かつ同時的な停止」の実効性への信奉に，革

命への渇望を混在させた。不当と判断される生活状況を拒絶する道徳的な力と，

真に批判的な主権の確立とが，ゼネストにおいて結び付いた。19世紀において

は，まさにそれが社会運動の形で古くからの抵抗権に再び内実を与え直すやり

方となった。そのような見方を擁護する人々にとって，ゼネストは，別様の政

治の仕方，選挙戦とは根本的に異なる社会的エネルギーの活性化に他ならな

かった。その運動は，単なる労働の停止をはるかに超えるものだった。まさに，

そのような形で，労働者の主権は，もっとも効果的に表明できると考えられて

いた（ロザンヴァロン 2017，145-6；Rosanvallon 2006，156；do 2008，153）。

工業化時代のデモクラシーにあっては，かくして二つの正統な形式が長く重

なり合うことになる。すなわち，投票に由来する政府の政治的正統性と，労働

界の代表に認められる文字通り社会的な正統性である。その時から階級闘争は

民主主義的活動を決する構造的要素となった。時にそれが表出させる暴力その

ものにおいて，階級闘争は社会に抜本的な問題を突き付けていた。社会に，そ

の基礎について問い，代議制統治が，自由主義的な機構だけで完結していると

考えることを妨げていたのである（ロザンヴァロン 2017，147；Rosanvallon 2006，

157-8；do 2008，156）。
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社会の分断という事実の認識，構造化された反対運動の存在，権力批判のな

んらかの道徳的文化の力強さは，二つの世紀にわたり，デモクラシーの体制の

歩みを基礎づけて来た。デモクラシーとは常に自らを問い直すことでしか確立

しえない体制のことだという考え方に，実践的な意味を与えて来たのである。

デモクラシーの体制は，それを基礎づける諸制度によって，決定的に与えられ

ることもなければ，全体的に完成することもありえず，常に第一級の非決定性

に彩られたままなのである（ロザンヴァロン 2017，158-9；Rosanvallon 2006，170；

do 2008，169）。

そのような批判的機能を構成する各種の要素は，ともに浸食を被り，政治の

新時代への突入を早めて来た。階級闘争にまつわる表現は，まず，第三次産業

革命と，それに付随する集団的アイデンティティーの激変によってかき乱され，

同時に，労働者の世界にも，旧来の阻止力が失われたとの感覚が広まって来た。

階級闘争はなくなってはいないにせよ，今や，闘争は，迂回的・受動的な形で

なされ，いかなる全体的な意味も見出されることがないからである。この変化

は，社会的・政治的な代表制度の危機に重ね合わせられ，唐突に次のように受

け止められることになった。巨大な虚無が姿を現し，社会は先読みがしにくく

なり，無力感が支配的になった，と。社会的・批判的な主権と政治的・肯定的

な主権。それら二つの主権は同時に沈下し，組合活動の衰退がデモクラシーへ

の幻滅と隣り合わせになって効果は倍増している。文字通り政治的な領域にお

いては，反対勢力の持つ構造化の役割が，政党の衰退によって大幅に侵食され

た。社会的要求が，より細かく分裂し，政党が，それらを表明し，調整するこ

とが，いっそう困難になっていることは，政党衰退の表れである。世論は，今

や，自らに固有の論理，分裂しあらゆる建設的な関心を欠いた論理でもって姿

を現す。統治を渇望する勢力の反映というよりは，むしろ赤裸々な抗議の表明

となっている。そのため，世論は，ますます率先して，その否定性を急進的に

完遂させようとしている妨害する勢力と混同されることになる（ロザンヴァロン

2017，159-60；Rosanvallon 2006，170-1；do 2008，169-70）。

社会的な阻止権を制度化しようとする企ては，19世紀初頭以後，議題に上が
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らなくなってしまっていたが，同等なものは登場していた。階級闘争の基礎を

なす，社会・政治問題での反対運動を伴った社会学の様々な分野のもと，組織

化した反対勢力の役割を伴った政治的力学のもと，さらには，反抗者，抵抗者，

不穏分子の三つの人物像を伴った道徳的様式のうえに，である。そうした各種

の代替物もまた消えてしまってはいるが，そのことは新たな政治の時代への突

入を告げている。結果的に，批判的主権は，もはや貧しい形でしか現れなく

なった。偏狭なまでに否定的で，ときには退行的ですらある。拒絶や拒否が優

勢となって来た訳であるが，それは弱体化した民主主義の到来を示している

（ロザンヴァロン 2017，161-2；Rosanvallon 2006，173；do 2008，172）。

再選をめぐる戦いは今では性質が変わってしまっている。何故なら，いずれ

かの陣営への加盟の表明との結びつきが，はるかに弱いものになってしまった

からである。過去についての懲罰こそが，政治的選択において決定的な変数と

なっている。フランスの例を挙げると，1981年以降，驚くべきことに，歴代の

どの政府も，どのような種類の政策を実施したかに関係なく，選挙民によって

政権の座を追われている。現職議員の再選率が最も高いアメリカにおいてさえ

も，もっとも政治的な大統領選挙の場合，過去との断絶傾向は根強い。選挙

キャンペーンのスタイルの変化がそうした転換を物語っている。キャンペーン

は基本的に否定的なものになった。キャンペーンの要をなすテレビのスポット

広告は，ますます敵対する相手に向けられたものになっている。スクリーンを

占拠するのは，個人攻撃や簡潔な誹謗中傷である。まるで各候補にとって投票

の主要な争点はまずは相手方の勝利を阻止することであるかのようである（ロ

ザンヴァロン 2017，164-5；Rosanvallon 2006，178-9；do 2008，175-6）。

ネガティブ・メッセージは政治的に三重の効果をもたらしている。まず一つ

目として，それらは，各陣営において，獲得された世論の集約装置，時代の気

分の縮写装置のように作用する。第二に，ネガティブ・キャンペーンは場合に

よって決定打になることもあるが，単なる評価材料にしかならない場合もある。

第三に，ネガティブ・メッセージは浮動票の気勢を削いだりもする。それら

「無党派層」の有権者たちは，候補の間で迷うのみではない。政党間でも揺れ
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動く。彼らは，また，ある種の政治的懐疑主義を示してもいる。ネガティブ・

メッセージは，政治全般に対する彼らの幻滅と懐疑主義をひたすら増大させて

行く（ロザンヴァロン 2017，166-7；Rosanvallon 2006，180；do 2008，178-9）。

各種形式の阻止行動の現代的な展開は，非政治化の動きと同一視することは

出来ないだろう。「否定的市民」は受動的な市民ではない。懐疑主義と混乱の

表現のまさに内奥で，その市民は公共空間での鮮烈な存在感を主張しているか

らである。この点について「否定的政治化」が語られることは正しい。そこに

は公共活動へのある種の参与が見られる。けれども基本的に敵対している。そ

こには政治参加の姿勢も見られるが，それは拒否のためである。発言も見られ

る。しかし，支配的なのは，短いスローガンや否認の言葉である。否定的「主

権」が語られているということが相応しい。阻止の権力そのものは，不信の他

の権力と同じく直接的に行使されるだけにいっそうそうなのだと言える。否定

的デモクラシーもまた，直接デモクラシーの代替であり，一種の「後退直接デ

モクラシー」である（ロザンヴァロン 2017，173；Rosanvallon 2006，187；do 2008，

185-6）。

私たちは政治が弱くて消極的であることと不可分な時代に突入している。現

代の「拒否者」たちは，もはやかつての反抗者や不穏分子とは似てもつかない。

彼らの姿勢はいかなる地平をも描かない。そうした姿勢が行動するための批判

的活動を促すわけでもない。予言的な側面もない。彼らは，単に，もはや事物

に意味を見出せず，世界には自分たちの居場所もないという事実を，乱雑かつ

怒りっぽい形で表明しているだけである。そのうえ，外国人，難民，体制と

いった異次元下のものを，釣り合いよく罪人とすることによってしか，自分た

ちは存在できないと考えている。彼らは希望するために嫌悪しなければならな

い。結局，このカウンター・デモクラシーは，平凡に，デモクラシーの敵にか

わってしまうわけである。監視や批判の諸形式は市民活動が拡大する可能性の

方途を示していたが，否定の政治は無力な矮小化を痛ましく現わしている（ロ

ザンヴァロン 2017，177-8；Rosanvallon 2006，191；do 2008，190）。
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4．審 判

監視と阻止は，統治者を抑制し，投票に頼る以外の様式で社会の影響力を効

果的に示す二つのやり方である。そうした権力を行使する三つ目の方法となる

のが審判への訴えである（ロザンヴァロン 2017，190；Rosanvallon 2006，195；do

2008，191）。デモクラシーの歴史が選挙権の歴史や議会制度の歴史に集約され

ず，その歴史は，深層において，社会による統治者の審判ということにも結び

付いていることが示唆される（ロザンヴァロン 2017，191；Rosanvallon 2006，

196-7；do 2008，192）。アリストテレスは，抽選で選ばれた市民による審判とい

う活動は，都市の議会への参加活動よりも，重要性において勝っているとみな

していた（196頁；Rosanvallon 2006，204；do 2008，200）。

判事としての民衆という顔は，陪審制度の歴史が示すように，陪審団の諸特

徴をもとに具体化してもいる。近代の陪審制度の考え方が真に誕生したのは，

より後の時代，18世紀の半ばのことである。陪審制度は，啓蒙主義者らが司法

の誤りを減らすために行なった一連の考察の一部をなしている（ロザンヴァロ

ン 2017，209頁；Rosanvallon 2006，217；do 2008，214）。

トクヴィルは，著書『アメリカのデモクラシー』の有名な一節において，陪

審団に参加することは公民活動の一つの形であるという側面を強調して見せた。

「陪審制度はなによりもまず政治的な制度である。議会が立法を担う国の一部

であるように，陪審制度は法の執行を担う国の一部なのである」（ロザンヴァロ

ン 2017，211；Rosanvallon 2006，219）。

政治から刑罰への変質は，現代のデモクラシーの一側面をなしており，この

問題はとくに政治の「司法化」として論じられて来た。その変質の要因として

は，大まかに二つに区別できる。一つは政治制度そのものの性質から派生した

要因である。フランスの例は，憲法の機能不全に付随している。国家の頂点に

おいて，首相と共和国大統領の二頭政治を組織する難しさ故に，大統領は事実

上責任を問われなくてすむようになっている。他方，議会の相対的な弱さも，

他国に見られる統制の全体を行政が免れている一因になっている。第五共和制
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の憲法の不備は，ここにおいて一般的現象を加速する役割を果たしている。第

二の要因として，政治の司法化はより幅広く，市民の要求に対する政府の「反

応性」の減衰に根ざしている。政府が社会の期待に耳を貸さなくなったように

思われるほど（反応性の原則），政府にはいっそう厳密に総括をなすことが求め

られる（説明責任の原則）。こうして私たちは「対立と代表」のデモクラシーか

ら「嫌疑のデモクラシー」へと移行したのである。政党，綱領，設計の意味あ

る競合を中心に組織される「対立」のデモクラシー・モデルは，少なくとも一

時的に，脱工業化社会の到来にともなう諸基準の解体のせいで弱まった。だが，

司法化への変質は，意思決定プロセスの不透明性の増大と，統治機構の複雑化

によっても触発されて来た。ある意思決定の責任が本当は誰にあるのかを知る

ことは，徐々に難しくなっている。このような形で，責任の所在そのものが問

題になって来た。それぞれの事案には当事者が多すぎ，諸問題の管理には各種

の機構がもつれ合っていて，市民はそれを明確に認識できない（ロザンヴァロ

ン 2017，220-1；Rosanvallon 2006，232）。

審判は，デモクラシーの平等の要件を専門家による何らかの見識に結びつけ，

数か理性かという対立しあう表明のモデルの狭間で，ある種の「第三の道」を

もたらすのである。そのために判決は一つの意思決定の形をなす。それは投票

の結果がもたらすものよりもいっそう完成した意思決定のように見えたりもし，

一般に，それはより重大な結果を及ぼす。判決が形作る決定に，より広範囲で，

より重大な影響力が付与される。選挙の過程によって表明される一般意思の成

立の傍らで，審判の表明は，デモクラシー的活動の実現に向けた無視しがたい

貢献として，重視される（ロザンヴァロン 2017，224；Rosanvallon 2006，236）。

政治的な意思決定は，通常，未来への約束となる。逆に，審判は過去へと向

かう。ハンナ・アーレントは著書『カント政治哲学講義』（アーレント 1994）や

『人間の条件』（アーレント 2009）において，この点をとりわけ強調している。

アーレントは，とくに後者において，出来事の意味が明確になるのは，その出

来事が完遂する時であると指摘している。彼女によれば，当事者は，そのため

常に眼が見えず，事象の理解は遅々として進まず，部分的でバイアスがかかっ
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ている。逆に，観察者はすべての手札を手にしている。判事は，その点におい

て，観察者や歴史家と同じ性質を示す。この後者二者の場合，距離感はまず

もって「公平さ」の条件をなす。だが，アーレントの指摘はそれだけにとど

まってはいない。自身の立場が，政治に対するある種の幻滅を物語っているの

は明らかだが，アーレントは，その幻滅を乗り越えようともしている。共通の

価値観を練り上げるための，より広範な社会的対話の枠組みに，審判の活動を

取り入れようとする。まさに，そこにおいて，判事は歴史家と異なって来る。

判事はたしかに観察者ではある。だが，それは，政治に参加する「積極的な観

察者」であり，その介入は，都市の制度化や規制という様相を帯びて来る。こ

うして，審判をもとに，選挙による肯定的な政治と阻止の主権との間の，中間

的カテゴリーを定義することが出来る。加えて，当事者自身が，十全な存在感

を示すために，観察者の持つ省察的な機能を必要とすることも強調しておきた

い。行動に寄り添い，問いかける語りがなければ，行動自体もありえない。た

だ純粋で直接的な行動を夢見るばかりなら話は別だが，歴史はそのような場合

の袋小路を示して来た（ロザンヴァロン 2017，226-7；Rosanvallon 2006，238-9）。

審判とは，自らを問いに付し，他者を問いに付すことに他ならない。審判と

は，政党の活動家が行なうように，他者にメッセージを発し，状況について真

実を伝えることにあるのではない。それは，まず，共同体の規範の有効性を試

すことであり，共同体を構成する諸関係を練り上げる反省的な作業でもある。

結果的に，審判は，政治本来の制度化の機能を果たす。投票や政府の活動に

よって表される通常の「意思の政治」が果たさない機能である。審判の機能は，

現実と理想との隔たりに，明晰な形で根を下ろしている。審判の政治と意思の

政治との区別は，機能的なものとして示されはするが，最終的には，社会学的

な次元を持つものとなる。その区別は，一者としての人民と，共和制の理想と

の隔たりにも対応している。それは，分裂した社会の現実を物語り，市民と個

人との緊張関係を顕わにする（ロザンヴァロン 2017，227-8；Rosanvallon 2006，

239-40）。

あらゆる権力は，その諸機能に一貫した可視性と感受性を与え，命令を課す
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ために，演出を必要とする。ゆえに，覇権を示すさまざまな儀式が重要になる。

それは近隣性と距離感の関わりを表し，威厳を強調し，保護者としての能力を

示唆する。「あらゆる政治権力は劇場の方法を用いて最後に服従を獲得する」

（ジョルジュ・バランディエ）。だが，それとはまったく異なる意味で，政治活動

それ自体が演出の仕事のような性質を帯びる。まずは，社会を代表するという

企てに結びつくことによって，また，他方では，交流と対立の公共空間を形成

することによって，政治活動を行なう。この後者の側面は，歴史的に政治と民

主主義の経験を基礎づけて来た。古代ギリシアの都市国家において，劇場が占

める場が，そのことを模範的に物語っている（ロザンヴァロン 2017，228；

Rosanvallon 2006，240-1）。

裁判所とは，付託された事案について，判決を下すだけのものではない。そ

の儀礼には社会的な制度化の機能がある。それは世界を秩序と規律のもとにお

き直すという特徴を持つ。国によっても異なり，フランスの公聴席の神聖な空

間は，共同での練り上げを志向するアトリエといったアメリカでの趣とは対照

的である。だが，いずれにしても，審判という活動は，それのみが満たすこと

のできる民主主義の一つの次元の活性化に貢献する（ロザンヴァロン 2017，

230；Rosanvallon 2006，242）。

投票と審判は，市民の生活の組織化に介入する二つの手段をなしている。投

票において支配的な普通選挙の原理と，判事の介入の基礎をなす権限委託の原

理の間には，当然ながら非対称性がある。だが，その隔たりは相対的なものに

過ぎない。そのことを「判事 - 市民」の仲介的な人物像が証している。その者

は，実にさまざまな点において，「選挙民」よりもはるかに広範な権限を持っ

てさえいる。また，次のような事実もそのことを証している。裁判において行

なわれる活動の告知は，議会での活動の告知よりもいっそう確かであることが

多い。選挙は，いかなる場合であれ，政治的に「最終判断の権限」であり続け

ているが，通常のデモクラシーにおける活動では，政治的意思決定と司法的意

思決定とが，絶えず混同されている。重要なことは，審判の特殊性を，まさし

く政治の形態として考察し，その結果として，審判に対する市民の期待が高
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まっている理由を評価することにある（ロザンヴァロン 2017，232-3；Rosanvallon

2006，245)7c）。

5．病 理

監視，阻止，審判の権力の発展は，近代の政治体制の機能を根底から特徴づ

けて来た。したがって，今やそうした政治体制を，その立憲的な仕組みだけを

基準に理解することはできない。「デモクラシーの活動」は，選挙・代表制制

度だけからなる枠組みを大きく突き出るのである（ロザンヴァロン 2017，246；

Rosanvallon 2006，253；do 2008，249）。

直接デモクラシーと代表制デモクラシーのテーマ化は，数々の分析で取り上

げられて来たが，例えば，各種の監視の様態や阻止の主権の形式の記述ほど，

現実を厳密に説明付けることは出来ない。というのも，社会的・政治的実践の

全体が意味をなすのは，行動と統制との幅広い弁証法的枠組みにおいてのみで

あるからである（ロザンヴァロン 2017，246；Rosanvallon 2006，253；do 2008，

249）。

政治の解体という現代的傾向には二つの原動力がある。まず，それは，市

民・公民社会と政治領域との間に，カウンター・パワーが穿つ隔たりによって

引き起こされる。このカウンター・パワーは，制度から距離を置き，制度を退

けるという「機能的」特性がある。その有効性の証しとなるのが，それが引き

起こす統治者の弱化である。このようにして，監視者としての市民は，選挙民

としての市民が失うものを取り戻す。不信が組織化されることにより，投票を

基礎とする信頼の前提が切り崩される。政治の分野は，このようにして，社会

に対して構造的に外部の位置に置かれて行く。別様に言えば，カウンター・パ

ワーの市民的取得は，正統な権力の価値低下と過小評価を導くことになる。政

治家は力学的に「政治屋」へと貶められる。もっと乱暴な言い方をするなら，

デモクラシーがデモクラシーに制限を課すのである。議員の行動の余地に枠を

はめ，制限を加えることが，選挙民自身の圧力から生じるのである（ロザン

ヴァロン 2017，249；Rosanvallon 2006，257-8）。
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政治の現代的な解体への傾斜は，第二に，政治活動の全体的理解の衰退に

よって引き起こされている。監視と阻止の諸形式の発展は，分散と拡散の法則

に従い，政治の場についての理解も次第に断片化されて行く。その結果，解体

と不透明化が生じる。統制の多元化は得られたものの，全体の可視性・判読性

は失われて行く。この現象を凡庸な脱政治化に帰着させて理解してはならない。

市民社会はいっそう活動的・介入的になっている。もはや選挙の時に声を発す

るだけで満足してなどいない。ところが，代わりとなる理念は侵食されている

（ロザンヴァロン 2017，249-50；Rosanvallon 2006，258）。

現代の大きな問題は，基本的に，間接的な形でのデモクラシーの拡大に，政

治の衰退が付き従っていることだからである。強調しておかなくてはならない

のは，この動きが，政府の行動様式に影響する各種の変容の全体に連動してい

ることである。カウンター・デモクラシーの諸形態の圧力は，まずは一般に，

政府をいっそう慎重にさせ，野心的な企てをなそうとする傾向を低減させて来

た。まさに，ここに，実に大きな断絶がある。攻撃をかわし，難を逃れ，批判

を希釈して行く戦略は，増大している。一般大衆の反応が強くなるにしたがっ

て，逆に統治者はいっそう慎ましやかになってしまう（ロザンヴァロン 2017，

251-2；Rosanvallon 2006，260）。

ポピュリズムは，まず，代表制を構造化する緊張関係との関連において理解

される。それは，想像上の民族の一体性と均一性を蘇らせて，民の姿を表わす

困難を解消すると主張する。そこでは，対立するとみなされる人々に対して，

極端なまでに距離がとられる。つまり，外国人，敵対者，支配者集団，エリー

トに対してである。ポピュリズムは，自分たち「民族」に対して，一種の本質

的な外在性を表わすとされる人々を，ひたすらよりいっそう激しく糾弾し，そ

うした溝を深く穿つことで，自らの存在を主張する。ポピュリズムは，隔たり

を激しく非難するが，それは倫理面において（「汚職」や「腐敗」への抵抗）高揚

すると同時に，社会的な面でも（社会の閉鎖性を体現する「エリート」の糾弾），

民族的な面でも（「生粋の○○人」）高揚する。こうして一つの純粋な民が讃えら

れることになる。もはや自分自身とのみ向き合えばよく，そうなれば分断はあ
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りえない。それは社会的なものの「実体論的」概念なのであり，悪しき代表機

能への治療薬を見出すために作られるものである（ロザンヴァロン 2017，260；

Rosanvallon 2006，270）。

ポピュリズムの特性は，それが，監視のデモクラシー，否定的主権，審判と

しての政治を極端化し，それらに共通する動きを不手際に押し進めるという事

実にある。ポピュリズムは，この観点からすると，「不手際な純粋政治」，完成

された反・政治，絶対的カウンター・デモクラシーと定義してもよいかもしれ

ない。ここでは，カウンター・デモクラシーの各様態において，ポピュリズム

を考察しよう（ロザンヴァロン 2017，262；Rosanvallon 2006，271）。

ポピュリズムは，まず，監視と警戒の病理として，定義することが出来る。

権力の作用を精査し，それらを批判および試練に付そうとする能動的・肯定的

配慮は，ポピュリズムの場合，統治する権威者への強迫観念的，恒常的な烙印

押しへと変わって行き，そうした権威者を，根本的に，社会の外部にいる潜在

的な敵とみなすに至る（ロザンヴァロン 2017，262；Rosanvallon 2006，272）。

第二点として，ポピュリズムは，阻止する主権の病理としても理解できる。

1950年代のフランスでは，プジャード派の運動が，烈火のごとく成功を収め，

それまでそのような動きが陰にうずくまり，唐突な出現を準備していたことを

示して見せた。この運動は，当時，戯画となるほどに，純粋に否定的な政治を

体現していた。税制に反対するその叛逆の党は，反権力の本能的な表明である

とされた。現代のポピュリズム運動も通常の政治の土俵で戦いを進めようと本

気で思ってはいない。むしろ，絶えずデカダンスの亡霊を動かし，自らを風変

わりな者の守護者，極限状況の救済者，なんらかの終末論の預言者。説教者と

して示そうとする。そうした黄昏の演出をめぐる戦いに付き従うのが，ブルガ

リア出身のユダヤ人でノーベル文学賞作家エリアス・カネッティ Elias

Canetti が示唆する「否定的大衆 masse négative」である。その否定的大衆は，

今や，全面的に，自分たちだけに閉じこもっているように思われる。それらは

無言の大衆，覚めて道に迷った気難しい大衆である。ポピュリズムは，彼らが

抱える問題に言葉を与えることこそないものの，その怒りを煽り，都市部の路
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上や投票所の仕切りの中で，常にいっそう鈍い音で不満を呟かせることは出来

る。ポピュリズムの台頭は，したがって，否定的主権が，その直接性において

身動きできなくなり，根源的にむき出しの力として，能動的な批判もあたわず，

あきらめの暴力に出していることを表明している（ロザンヴァロン 2017，

264-5；Rosanvallon 2006，273-5）。

カネッティによれば，現代において，否定的大衆，拒絶的大衆の最適の実例

は「ストライキ grève」である。大多数の労働者たちは，一定時間内に規則正

しく彼らの仕事をすることに慣れている。実際の仕事は人によって異なり，互

いにまったく別の仕事をしている場合が多い。だが，全体として見れば，彼ら

はまったく同じ時間に仕事を始め，まったく同じ時間に仕事を止める。彼らは，

この労働の開始と終了の瞬間を共有するという点では，まったく平等である。

そのうえ，彼らの大部分が手を使って仕事をし，彼らの全員が同じように労働

の報酬を支払われるのである。しかしながら，彼らの賃金は彼らの仕事の内容

によって異なり，一般に，彼らの平等がそれほど大きな効果を持たず，結集体

masse を自ら形成するに足るほど確固たるものでないことも明白である。だ

が，ストライキが発生すると，労働者たちの平等ははるかに厳重なものとなる。

その時，平等は労働継続に対する彼らの共同的な拒否にある。そして，この拒

否は全員を拘束する。労働の停止によって生み出された信念は強烈であり，き

わめて反抗的である（カネッティ 2010，68；Canetti 1966，56）。

第三に，現代のポピュリズムは，判事としての民衆という理念の破壊的な劣

化にも呼応している。議論が交わされ，検証の結果が示される法廷の場面は，

ポピュリズムとともに，残酷さの劇場，あるいはサーカスの舞台へと堕落した。

権力は，結果的に，その本質において，重罪犯罪もしくは滑稽なものとみなさ

れるようになった。ポピュリズムにおけるこの劣化した判事としての民衆は，

司法の適用をほとんど気にかけない。司法は，本来，配分的なものであり，可

能性のうえでの公正という上位概念を実現する手段のより好い影響力を目的に

するものだが。民衆は，このようにして，疑わしいと判断される受益者，一連

の変質を経て，移民や不法滞在者と同一視される意図的な不正者などを糾弾す
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るためにだけに，福祉国家の問題にかかわるのである（ロザンヴァロン 2017，

265-6；Rosanvallon 2006，275）。

ポピュリズムの「イデオロギー的」定義は不確かで，価値判断だけを担う誘

惑につきまとわれ，デマゴギーと外国人排斥の宇宙という侮蔑的な烙印と，

「底辺の社会」の憂慮という真逆の価値観との間に揺れ動いている（ロザンヴァ

ロン 2017，266；Rosanvallon 2006，276）。これについて，ロザンヴァロンは次の

ように付言するが重要である。すなわち，「ポピュリスト」という形容詞は，

「民衆の」という言葉と同等に用いられることがある。この観点から見た場合，

民衆の意味でのポピュリストは，「自由主義・エリート主義」との暗黙の区別

において「デモクラシー」と同一視できることにもなる。さらに，次のように

付言する。アメリカの政治学者ロバート・ダール Dahl, Robert は，かつて，

「ポピュリスト」体制と「マディソン主義」体制とを対置していた（ロザンヴァ

ロン 2017，283；Rosanvallon 2006，276）。

ここで，ダールの言う「ポピュリスト」体制と「マディソン主義」体制の問

題を考察しておきたい。ダールによれば，よく言われることだと断りつつ，デ

モクラシーとは妥協 compromise に基づいているとしたうえで，しかし，デ

モクラシー理論は，衝突し，反目する議論の妥協が全部である。社会生活で美

徳とされても社会理論においては必ずしもそうではない。マディソン理論が提

起するものは，次のようなものである。前提 Hypothesis⚑：「外部からの

チェック」が手放しのものならば，何らかの個人，ないしは諸個人の集団が，

他の者たちに対して，独裁化 tyrannize してゆくだろう。そこから，前提⚒が

来る。すなわち，前提⚒：立法，行政，司法のすべての権力を同じ手の中に蓄

積することは，外部のチェックの排除を意味するのが一般的な通則である。外

部のチェックの排除は，前提⚑のとおり独裁を産み出す。ゆえに，同じ手に全

権力を蓄積することは独裁になる（Dahl 1956，5-6）。「マディソン理論が提起

するもの」として，ダールが主張していることは，どこかロザンヴァロンのカ

ウンター・デモクラシー論と通底しているというのが，私見である。

ただし，政治学者岡田憲治によれば，建国の父が権力機構のチェック・アン
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ド・バランスで考えたことを，指導者間の相互コントロールとして考えるダー

ルからすれば，立憲的制度の持つ規定力は決定的なものだとは考えられない。

ダールにとってあくまでも重視すべきなのは，制度や規範の持つ行為指定機能

では，社会領域におけるエリートたちの間の相互関係である（岡田 2000，96）

と言う。たしかに，ロザンヴァロンは，「立憲的制度」を読み直している面が

ある。とはいえ，ダールは「エリートたちの間の相互関係」を重視するだけで

はない。すなわち，すぐ後で，岡田が引照するダールの言説「マディソンの論

旨は，……あらゆるプルーラリスティックな社会に存在している固有の社会的

コントロールとバランスの重要性を過小評価している」（岡田，同）にある「社

会的コントロールとバランスの重要性」を評価しているのは，まさにロザン

ヴァロンであるが，ダールもそうだと思われるからである。

これに関連して，ダールとイタリアの社会学者であり，ジャーナリストであ

るジャンカルロ・ボセッティ Giancarlo Bosetti の対談の書である『ダール，

デモクラシーを語る』（ダール，2006）において，ボセッティが，「ポピュリズ

ム」がヨーロッパでは非常に否定的な言葉である一方，アメリカではそれが

もっと穏健な現象を指すか，ないしは，ある意味でアメリカ的政治の一つのあ

り方となっていることについて，どう思うかという問いに対して，ダールの答

えは，ポピュリズムは，過剰なタイプの多数派支配主義，人民投票主義と結び

つき始めた，と答えた。ボセッティが，さらに踏み込んで，ヨーロッパでは，

「自分はポピュリストである」と言える勇気を持った人間はイェルク・ハイ

ダー Jörg Haider だけである。しかし，アメリカでは，マイケル・ケージンの

著した『ポピュリスト信仰』はポピュリズムという現象をある程度同情的に見

ている一人の「リベラルな」歴史家のテキストである，と述べると，ダールは，

知識人や歴史家の間に，ポピュリズムとは，もともと勃興しつつあった資本主

義の横暴に対する土着的で特異なアメリカ的な抗議の形態であり，それゆえ，

一定の魅力があるのだとする考えがある。しかし，（ここが重要だと思われるが），

ダールは，そういうアメリカのポピュリズムですら，いくつかの地域では，暗

い面があった。ある場合には，それが人種的な敵意をともなって表れたことも
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あった，と答えた（ダール 2006，60-1）。ダールの教説を読むと，ポピュリズム

の考え方がヨーロッパとアメリカでは出発点から違っているのではないかと思

わせる。と同時に，ダールは，ヨーロッパとアメリカのポピュリズムに共通す

る点も認めているように思われる。

ここで，社会的選択の理論との関連で，アメリカの政治学者ウィリアム・

H・ライカー William H. Riker の所説を紹介しておきたい。ライカーによれば，

投票のリベラルな解釈は，循環，操作および投票における他の種類の「エ

ラー」の存在する場合でさえ，有用で有意味であることを可能にする。それは，

正確には，ポピュリズムを意味ないものにする循環，操作および「エラー」で

あるので，リベラリズムが社会的選択理論の示すものに生き抜くことが出来る

が，他方，ポピュリズムは出来ないということを例証する。リベラルなデモク

ラシーとは公職者の専制を抑制することが時に可能である拒否権のことである。

とりわけ，ポピュリズムの壮大な主張との比較において，これは最小のデモク

ラシーであるように思われる（ライカー 1991，295-6）。

ポピュリズムを純粋なカウンター・デモクラシーとして，限定的に定義づけ

る場合には，よりいっそうの正確さが導かれる。この場合，ポピュリズムは，

デモクラシー的企てがカウンター・デモクラシーによってすっかり吸引され，

その力を吸い取られたかのような一つの政治的表現となる。それは反・政治の

極端な形式である。この定義によって，われわれは，20世紀におけるポピュリ

ズムの活力を理解することが出来る。それは，カウンター・デモクラシーの諸

形式の増大を特徴とする時代に固有の，政治的病理であるからである。ポピュ

リズムにおいて，現代政治の混乱の発作的な現れと，それを乗り越えられない

という悲壮な表現とが混淆する（ロザンヴァロン 2017，266-7；Rosanvallon 2006，

276-7）。

ロザンヴァロンによれば，市場の失敗を代議制の偏向と比較することが出来

る，と言う。すなわち，代表者と被代表者を効率よく結びつけ，全体的利益の

ための統治を保証するという選挙のメカニズムの不備もまた，補完的な監視の

システムの成立を呼びかける。そのシステムは制度として確立されるか，ある
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いはごく単純に，より曖昧な世論のもとで活性化するかのいずれかである（ロ

ザンヴァロン 2017，270；Rosanvallon 2006，282）。ここでは「選挙のメカニズム

の不備」に注目したい。得票率においてそれほど大きな差はないのに，議席数

において圧倒的な差が出るという状況はしばしば問題になるところである。こ

れを「監視」することが重要である。「監視」は，曖昧な世論のもとで「監視」

を活性化するだけでよいのだろうか？ 第三者機関として，政党とは違うよう

な，NPO のような団体が生成されてもよいのではなかろうか。

その意味で，市場の監視機能として，ロザンヴァロンが「格付け会社」に着

目しているところが興味深い。ロザンヴァロンによれば，「格付け会社」は，

結果的に，市場の見えざる手に加わる「見える手」にも相当し，その市場の動

きを導いている。それらは模範的な形で，経済の規制における監視権の影響力

を体現している（ロザンヴァロン 2017，271；Rosanvallon 2006，284）。

ロザンヴァロンは代議制の問題と比較して，経済・市場の問題を続けて指摘

する。すなわち，市場において，評価は，いわば合図を発し，経済の機能にお

ける別様のガバナンスを導入する。第二の種類の監視権として「認定」がある。

評価は，法的には「情報」にすぎず，取引の奨励もしくは抑制を働きかけはす

るが，認定のほうは，より直接的に規制を視野に入れている（ロザンヴァロン

2017，272；Rosanvallon 2006，284）。

｢監査」のメカニズムも，こうした監視態勢を補完している。組織の，した

がって企業の正統性と信頼性は，結果的に外部の独立機関による評価次第とい

うことになる。「第三の探究者 tiers investigateur」は，組織の運営方法に関

する状況と与件を開示する役割を担う。監査は，諸機関にとっての，最低限の

「否定的保険」になっている（ロザンヴァロン 2017，273；Rosanvallon 2006，

285-6）。

ロザンヴァロンはさらに続ける。また，経済の世界では，もう一つの監視様

式の台頭も見られる。すなわち，糾弾である。アメリカでは，「内部告発者

whistleblower」と呼ばれる人々，つまり組織の重大な機能不全を告発するた

めに，組織の内部で立ち上がる人々が，今や法律によって保護されるように
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なった。それは，まさに同じ人物が，雇用する組織に依存する労働者であると

ともに，その内部における独立した市民でもあるということを認知することに

他ならない。それゆえ，内部告発者は，企業にとって，政治体制にとっての反

逆者もしくは抵抗者のようなものであるが，それは認知され，保護された反逆

者である（ロザンヴァロン 2017，273-4；Rosanvallon 2006，286）。

このようにして，ロザンヴァロンは，カウンター・デモクラシーは経済領域

においていっそうの完成を見ていると主張しつつ，だが，次の事実も同様に際

立っていると言う。すなわち，「制度化されたデモクラシー」の諸形態は経済

領域においても同時に衰退している。企業や市場は今後ますます規制され，統

制され，監視されて行くだろうけれども，経済における政治問題，つまり富の

再分配の問題は決して問われないだろうということが想像できる。したがって，

ロザンヴァロンは，資本主義は，こうして，いっそう枠に押し込まれながら，

いっそう不公正なものになり，いっそう透明でありながら，いっそう不平等に

なって行く可能性がある，と示唆する（ロザンヴァロン 2017，277-80；Rosanvallon

2006，287-93）。

それに関連して，ここで，資本主義経済はなぜデモクラシーに有利なのかと

いうロバート・ダールの言説を紹介しながら，デモクラシーと経済の問題を少

し考えてみたい。ダールによれば，デモクラシーと資本主義経済の関係は，喧

嘩を繰り返しながらも結婚生活を続けている夫婦のようなものである，と言う。

すなわち，喧嘩をしながらも，どちらも離婚をすることまでは望まないので，

なんとか持ちこたえて一緒にいる，そんな関係である。植物の生活に例えれば，

この両者は，一種の敵対的共生 antagonistic symbiosis を維持しながら関係を

取り結んでいる（ダール 2001，228；Dahl 1998，166）。

ダールによれば，経済成長は資本主義市場経済によって実現されて来た。経

済成長はデモクラシーにとって有利に作用する。ひどい貧困をなくし，生活水

準を改善出来るので，結果的に社会的対立や政治的紛争を減らすことが出来る

のである。経済成長は，分配できる資源を増やしてくれるので，個人にとって

も，集団にとっても，また政府にとってもいろいろな恩恵をもたらしてくれる。
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また，資本主義市場経済は，それがもたらす社会的ないしは政治的な成果の点

でもデモクラシーにとって好ましい役割を果たしてくれる。つまり，市場経済

は，財産所有者である中産階層を大量に生み出す働きを持っているのである。

一般に，そういった階層に属する人々は，教育，自立，個人の自由，財産権，

法の支配，政治参加といったものを追求するという特徴がある。もっとも重要

だと思われる点は，資本主義市場経済は，経済的な意思決定の多くを脱中央集

権化し，それをかなり高い個人や会社に任せるので，強力かつ権威主義的でさ

えあるような中央政府を必要としないということである（ダール 2001，230-1；

Dahl 1998，167-8）。ダールの言う「財産所有者である中産階層」と中間層は少

し違うかもしれない。とはいえ，ダールは「財産所有者である中産階層」を理

念化しすぎているのではないかと思われる。いわゆる教養ある典型的なデモク

ラシーの担い手が「財産所有者である中産階層」とするなら，その層がどれく

らい社会的に存在するのか検証が必要ではないだろうか？

次に，資本主義経済とデモクラシーの関係で，ダールの言わんとするところ

は次のような点である。すなわち，ダールによれば，資本主義を廃止しようと

主張した勢力は，その目的を果たすことが出来なかった。反対に，政府の介入

と規制を要求した勢力は，かなりの要求を実現させて来た。政府の介入や規制

が行なわれなければ，資本主義市場経済は，少なくとも二つの理由で，デモク

ラシーとの両立は不可能である。第一に，資本主義市場経済の基本的な制度そ

れ自体が，政府の広範囲にわたる介入や規制を必要としている。第二に，政府

による市場への介入や規制がなければ，市場経済のせいで重大な損害を蒙る人

が必ず出るのである。市場経済が引き起す有害な結果に修正を加えるために，

市場に一番介入しやすく，同時に，一番効果が上げられそうな候補は何なのだ

ろうか。それは，政府をおいて他にはないのである（ダール 2001，239-41；

Dahl 1998，174-5）。ここで，グローバル化する資本主義経済という仮定を立て

てみたい。そうすると，グローバル化する資本主義経済それ自体が政府の介入

や規制を必要とすると考えたらよいのであろうか？ おそらく，そうではない。

自由貿易を進めることに政府がブレーキをかけることはしないほうが好いとい
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うのが定説であろう。グローバル化する市場経済が引き起す有害な結果に修正

を加えるために政府が介入するということを先頭に立って主張するのが西ヨー

ロッパではポピュリズム勢力であると言って好いかもしれない。デモクラシー

とグローバル化する資本主義市場経済の矛盾の問題は単なるナショナリズムで

解決できないところに，今日のデモクラシーの問題はあると言っても過言では

ない。

ここで，アメリカの経済学者ロバート・B・ライシュの所説を検討してみた

い。『最後の資本主義』の共訳者の一人今井章子の「訳者あとがき」によれば，

ロバート・B・ライシュは，この10年ほど，その著書『暴走する資本主義』，

『余震：アフターショック』等を通して，資本主義と民主主義がバランスよく

機能していないこと，そのために経済のゲームが「いかさま」な状態になって

おり，とくに中間層の人々に強烈なシニシズムと政治不信を生んでいる状態の

原因がどこにあるのかを一貫して問い続けて来た（ライシュ 2016，293）という。

ここで，「弱まる中間層の交渉力」というライシュの主張によれば，第二次

大戦後の30年間，アメリカの労働者の平均時給は，生産性の上昇と歩調を合わ

せるように上昇した。しかし，1970年代終盤に入るとその好循環は止まってし

まった。1980年代初めになると，物価調整後の世帯収入の中央値の伸びも止

まってしまった。2013年の中間層の世帯収入は1998年よりも少なかったし，全

世帯の平均収入は，2007年よりも⚘％減少した。中間層に何が起こったのかを

理解するには，大企業や金融業界の利益が増える一方で，中間層の交渉力や政

治的影響力を弱めることになった，市場の構造変化を精査する必要がある。構

造変化は結果的に富の再分配を所得の上位層にもたらした。政府は中間層と貧

困層に課税はしなかったが，彼らに再分配されるはずの所得の一部を，富裕層

に移し替えたのである（ライシュ 2016，151-5）。このような経済環境ではポ

ピュリズムが力を得て来るのは当然と言えよう8）。

経済のグローバル化に伴い，ヨーロッパでも社会民主主義は新自由主義に駆

逐されつつあるという立場に立つ，フランスにおける「連帯経済」論の第一人

者であるジャン = ルイ・ラヴィル Jean-Louis Laville は次のように言う。すな
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わち，民主化の要素は，その後に起こった（1970～80年代の）経済的危機をきっ

かけに歯止めがかかった。ヨーロッパの各国の政府はケインズ主義を破棄し，

ワシントン・コンセンサスに象徴されるマネタリズムを採用した。マネタリス

トの進攻に直面したのは，社会民主主義モデルと一体化した左翼政権であった。

つまり，かつての左翼が持っていた多様性がなくなったのである（ラヴィル

2016，176）。フランスの場合，マネタリストの進攻に直面したのは，ミッテラ

ン社会党政権であった。私見では，ポピュリズム勢力である FN が伸長した

のは，左翼政権のもとであった。社会民主主義の混迷とポピュリズムの躍進は

連関するのではないだろうか。

お わ り に

ロザンヴァロンは，それぞれの特殊性を持っているデモクラシーの三つの局

面を区別する。すなわち，選挙による代表の統治，カウンター・デモクラシー

の機能，政治の作業 le travail politique である。この三つ局面のうち，最初の

選挙による代表の統治は，政府が，権威の正統化と多様なメカニズムにそって，

責任を持ち，社会に反応するために，多数の原則と手続きによって市民の参加，

表現，代表を統治していることが，しばしば深くよく研究されて来た。デモク

ラシーの第二の局面はカウンター・デモクラシーである。それは，社会が統治

者に圧力を行使するためになされる，監視，阻止，審判といった実践の面を含

むものである。それらの実践を通じて，社会は統治者に圧力をかけ，そこから

平行する非公式の権威に相当するもの，さらには審判的な権力（直接的に作用

するか，もしくはその都度の制度を介する）が明らかになって来る。第三の局面は，

共有する世界において制度のものさしを入念に作り上げることを通して，省察

や討議の活動を行なうこと中に存在する「政治の作業」である（ロザンヴァロ

ン 2017，288-9；Rosanvallon 2006，297-8；do 2008，290-1）。

このように，三つの局面を腑分けした後，ロザンヴァロンは次の点を強調す

る。すなわち，21世紀の初頭なって，第一の基本的な取り組みとは，カウン

ター・デモクラシーという世界を組織化する事である。その目的は二重になっ
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ている。まず，破壊し，低下させて行く方式のポピュリズムによって，カウン

ター・デモクラシーが破損されて行く危険を払いのけることである。次に，大

事なことは，今日，著しく欠陥を現わし，さらには形骸化して来た本物の政治

の意義を再興し，発展させることである（ロザンヴァロン 2017，295；Rosanvallon

2006，305；do 2008，298-9）。

カウンター・デモクラシーの機能は多元的でしかありえないであろう。しか

し，それは，社会一般が近似的なさまざまなものに区別されたものになってい

ることに対応して，異質な組織のレベルに活用されなければならない多元性で

ある。ロザンヴァロンによれば，カウンター・デモクラシーの機能を強化しよ

うとする企てにおいては，その機能の媒介的な構成様式に特別の注意を払う必

要があるという。すなわち，純粋に非公式な権力である世論や活動家の介入な

どと，厳密に憲法で規定された制度との間にはまだ議論されていない広い領域

がある。理論と実践の結びついた新たな研究が必要である（ロザンヴァロン

2017，296-7；Rosanvallon 2006，305；do 2008，306-7）。

新たな研究の例証として，ロザンヴァロンは，具体的に，まずは監視権の各

種のカテゴリーを考察する。今日，それらは五つの種類に分かれるという。す

なわち，ⅰ）行政府の統制と調査を行なう議会の権限，ⅱ）メディア空間で一

極化する世論の緩慢な現れ，ⅲ）野党側の批判的介入，ⅳ）社会運動と市民運

動の諸活動，ⅴ）目的別の民主主義的諸制度の五つである（ロザンヴァロン

2017，297；Rosanvallon 2006，307；do 2008，301）。これらについては，さらに進

んで，現代日本の政治状況における実際的問題として，本稿末尾で検討してみ

たい。

フランスの政治学者パスカル・ペリノーによれば，この20年間来，フランス

国民は，他の先進諸国の国民に比べて，彼らの同国人，公権力，市場を信用し

ていないという世論調査の結果が出ている。長期的な期間における社会的な態

度の変容の研究は，公民精神 civisme と相互の信頼 confiance mutuelle が，

第二次世界大戦後以降，ゆっくりと悪化していることを示している。不信は，

フランス人が国民としてともに幸福に生きようとする能力を，容赦なく消滅さ
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せつつある（Perrineau 2011，47；土倉 2016，29-30）。この政治不信について，

ペリノーは次のようにも述べた。政治空間は，政治に対する不信感が上昇して

ゆ く ば か り と なっ て い る。そ こ で，亀 裂 は，「統 治 の 文 化 culture de

gouvernement」に従おうとする政党と，「反システムの文化」を発展させ，政

治の拒絶を一般化し普及させる運動を政治的突破口にしようとする政党の間に

起こる（Perrineau 2014，107；土倉 2016，29-30）。インサイダー（「統治の文化」）

とアウトサイダー（「反システムの文化」）の亀裂は，多数の民主主義国家で決定

的になっている。フランスでは，FN が反政治感情を所有していると自認して

いる（Perrineau 2014，159-61 土倉 2016，31）。

ロザンヴァロンによれば，民主主義の理念は比類のない君臨をなしている。

しかし，民主的であることを要求される制度の方は，いろんなところで激しい

批判を浴びている。このパラドックスの中に現代の大きな政治的問題がある。

実際，政治指導者と制度への市民の信頼の低下は，政治学者たちが，この20年

間以上にわたって，熱心に追求して来た問題である。国内あるいは比較政治の

研究は，これについて明快な病状説明を行なっている（Rosanvallon 2006，9；

do. 2008，1；ロザンヴァロン 2017，2；土倉 2016，31）。したがって，結論として，

ロザンヴァロンは，カウンター・デモクラシーの構造と機能を解明して行くこ

とによって，「本物の政治の意義」を練り上げて行こうとしているのではない

かと思いたい。そこで，格好のケース・スタディの研究対象と言える事態が，

現在の日本において，進行中なので，それについて簡単に述べることによって

「おわりに」の後半部分としたい。

『朝日新聞』の報道によれば，加計学園の獣医学部新設計画をめぐり，柳瀬

唯夫元首相秘書官は，⚕月10日，衆参両院の予算委員会に参考人として出席し，

2015年の⚒月頃から⚖月頃にかけて三回，同学園の関係者らと首相官邸で面会

したことを明らかにした。この問題について，『朝日新聞』の記事は次のよう

に述べる。すなわち，問題は一獣医学部の新設の是非にとどまらない。現政権

下での行政の手続きが「国政の私物化」だったとも取られかねない問題で，政

治の信頼を揺るがすものである。関係する行政機関が全ての記録を今一度探し，

― 50 ― ( 50 )

関法 第68巻 第⚑号



行政を監視すべき国会が本来の役割を果たすべきである（『朝日新聞』，2018年⚕

月11日）。ポイントは，「政治の信頼を揺るがす」と告発したことであり，「行

政を監視すべき国会の本来の役割」を指摘したことである。さきに述べたロザ

ンヴァロンのいう「ⅰ）行政府の統制と調査を行なう議会の権限」監視権のカ

ウンター・デモクラシーである。

｢ⅱ）メディア空間で一極化する世論の緩慢な現れ」について，森友疑惑で，

⚓月27日，証人喚問を受けた佐川宜久前国税庁長官の回答について，喚問後の

読売新聞世論調査では，佐川の回答について「納得できない」が75％に上がっ

た（望月 2018，93）という指摘がある。連日のマス・メディアの報道で，「財

務省は森友疑惑でも醜態をさらけ出している」（望月，同）。カウンター・デモ

クラシーの力は世論をリードして行くに違いない。

｢ⅴ）目的別の民主主義的諸制度」について言えば，政治学者竹中治堅が主

張するように，「首相の国会に対する説明責任を，より強く担保すべきである」。

日本の議院内閣制が首相主導型に変容し，首相の権力が強化されている以上，

首相は国会，国民に対して，以前より説明責任を強く負い，政策の内容および

政策立案過程を丁寧に説明することが求められているからである（竹中 2018，

40-9）。

ロザンヴァロンの研究例証から少し離れるが，森友疑惑で焦点となったこと

は，財務省が決裁文書を改ざんしていたことである。元総務大臣で政治学者の

片山義博によれば，決裁文書の改ざんはなぜ許されないのか。そもそも決裁文

書を含む公文書は国民共有の財産であって，それを作成した官僚や政治家のも

のではない。国民はそれにアクセスすることが出来る。一方，役所側は公文書

を公開することによって，自分たちが決めたことが合法的であり，正当である

ことを国民に示すことが出来る。国民の側と権力の側とのこの双方向の関係は，

民主政治を機能させる上で極めて有効である。権力の腐敗を防止する手段には，

三権分立などの権力の分散，権力の長期化に歯止めをかける多選制限などがあ

るが，それと並んで情報公開とその前提となる適切な公文書管理が必須だとい

うことをあらためて認識しておく必要がある，と片山は主張する（片山 2018，
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50-1）。片山の的確なカウンター・デモクラシー論の一端を見た気がする。

ロザンヴァロンは，カウンター・デモクラシーは多元的であり，多元性を持

つと言った。考えてみれば，そもそもデモクラシーそのものが，カウンター・

デモクラシーをも抱え込んで，多種で多元的ではないだろうか。その意味では，

カウンター・デモクラシーのあり方は，国によってさまざまではないかと思わ

れる。そこまで考えると，カウンター・デモクラシーのあり方は政治文化の問

題でもあるという気がして来る。換言すれば，理論や制度以前ではないかとい

う思考につながる。そのような着想は「森友問題」をめぐる，官僚出身の教育

学者寺脇研とジャーナリストの青木理の「対談」を読了して浮かんだのである

が，その対談の一部を紹介して，本稿の「むすび」としたい。

寺脇 行政機関を「王様」の取り巻きが支配し，お取り巻きに「王様」の意

向はこうだと言われたら道理を引っ込めて無理を通す。もはやこの国は一般の

市民の皆さんが思っているような「普通の国」ではなくなっています。

青木 そうですね。何の苦労もなく禅譲を受けた二世，三世の世襲議員が政

権の座に君臨し，お側用人たちがその威光を笠に着て放埓な振る舞いを繰り返

す。一方，苦学して最高学府を卒業した官僚がそれに忠誠を尽くし，しかも最

後は責任をすべて押し付けられて捨てられる。まるで封建時代のような前近代

性です（寺脇・青木 2018，62）。

1) おそらく，ピケティの次のような指摘も戦争に関連するだろう。すなわち，ピケ
ティによれば，フランスでは1945年以降，民間の資本主義に不信感を抱く傾向が強
まった。多くの経済エリートが戦中にドイツの占領者たちと野合して，不品行にも
私腹を肥やした疑いを持たれたからである。この緊迫した解放後の雰囲気の中で，
銀行部門，炭鉱，自動車産業を含む経済の主要部門が国有化された。ルノーの工場
は，事業主ルイ・ルノーが1944年⚙月に利敵協力の疑いで逮捕された後，懲罰的に
接収された。1945年⚑月，臨時政府によって工場は国有化された（ピケティ 2014，
144）。ピケティは，1945年以降のイギリスについても興味深い指摘を行なっている。
すなわち，イギリスは第二次世界大戦後に大資産の所有者に対してもっとも累進性
の高い税制を適用した国である。イギリスで実施された非常に大規模な税による所
得の再分配が，「栄光の30年」の間に，イギリスで資産格差が大きく縮小した原因
であることはほぼ確実である。アングロサクソン諸国が，今日われわれが知るよう
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な非常に不平等な国になったのは，1980-1990年代のことである。イギリスは，
1970年代の初めには北ヨーロッパ諸国と同じ水準であったが，20世紀末には，西洋
諸国の中でもっとも格差の大きい国になった（ピケティ 2016，630-2）。

それでは，ピケティは現代世界の状況をどう見ているのであろうか。付言のかたちで
紹介しておきたい。すなわち，彼によれば，2018年のイタリアの総選挙の結果や，
アメリカ大統領トランプのふざけた通商政策を見たら，意気消沈もするだろう。移
民に対する強硬な姿勢や，さらに保護主義を推し進めるなんてことをすれば，本質
的な二つの点を見落とすことになる。第一に，ヨーロッパにおけるポピュリズムの
台頭を，移民の大量流入という単純な理由では説明できない。第二に，アメリカの
貿易制裁は，それ自体が愚かなものだが，それは，トランプが民主党と一線を画し，
ナショナリストたちの感情を難なく揺さぶることが出来る，単なるアピールに過ぎ
ない（『朝日新聞』，2018年⚓月21日）。アメリカの経済学者ジョセフ・スティグ
リッツ Joseph Stiglitz もトランプ政権の保護主義政策を次のように批判している
ところは，本稿のカウンター・デモクラシー論に大いに関係するので紹介しておき
たい。すなわち，制裁関税の対象となった日本と中国のアメリカ鉄鋼輸入に占める
比率は小さい。通商法の乱用だ。アメリカの誰かが，これは違法だとアメリカ国内
で裁判を起こすべきだ。まだ起きていないのは，アメリカ企業が政府を恐れている
からだろう。デモクラシーにとって好いことではない（『日本経済新聞』，2018年⚔
月10日）。付言すれば，スティグリッツは「アメリカの共和党の大統領予備選挙と
イギリスの EU 離脱の国民投票では，共通のテーマが結果に寄与した。国民の大
分部分の暮らし向きが悪化して来ている点である」と述べている（スティグリッツ
2016，5；土倉 2017，423）。

2) グローバル化がもたらす副作用をどう和らげ，経済成長の「果実」を行き渡らせ
て行くのか。そのための鍵を握る民主主義の再生には，何が必要なのか。「朝日新
聞地球会議 2017」で，シュトレークは，ポピュリズムについて，次のように発言
している。「ポピュリズムは，おそらくアメリカを除けば，世界の主流になってい
ません。ただ，トランプ主義は世界の政治経済に根付いています。外国との競争で
引き起こされた破壊的な変化から，政府が市民を守る義務を持つ，という考えが支
持されるようになりました」（『朝日新聞』，2017年10月⚓日）。シュトレークは，ト
ランプ主義の登場をもって，ポピュリズムが本格的になったと言わんとしているよ
うである。一考しなければならない問題かもしれない。

3) アトキンソンの『21世紀の不平等』の邦訳書の邦訳者代表である翻訳家山形浩生
は，この書の「訳者はしがき」で，アトキンソンについて，次のように述べている。
アトキンソンは，不平等研究においては大長老であり，ピケティの師匠格と言って
もいい存在である。アトキンソンの著書は専門的なものが多く，必ずしも一般向け
とは言えない。しかし，今度，一般向けの『21世紀の不平等』をアトキンソンが著
したのは，ピケティの『21世紀の資本』の功績でもある（アトキンソン 2015，ⅹ
ⅲ-ⅳ）。

4a) リチャード・ローティは，ポストモダンの懐疑主義や普遍主義的考え方の脆弱
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性が，現在の政治状況において重要な役割を果たしているとも思えない，と言って
いる（ローティ 2002，283）。私見では，ポピュリズムに対して強く批判している
ようにとれる。とはいえ，ローティの「大学の文化『左翼』」に対する批判は厳し
い。すなわち，ローティによれば，現在のアメリカ社会体制は「後期資本主義」と
同一視される時もあるが，大学の文化「左翼」は，市場経済に代わるものがどうい
うものであるか，あまり考えていない。また，この文化「左翼」は，アメリカ国民
に対する課税が少なすぎるかどうか，アメリカがどれくらい福祉国家になることが
出来るのか，アメリカ合衆国が「北アメリカ自由貿易協定 North American Free
Trade Agreement＝NAFTA」から手を引くべきかどうか，そういった問題の論
議にあまり時間をかけていない。「右翼」が社会主義の失敗を宣言し，資本主義が
唯一の選択肢であると宣言する時，この文化「左翼」はほとんど何も答えられない

（ローティ 2017，84）。思うに，トランプ大統領の登場は，このような「左翼」の
分断に遠因があると思われる。しかしながら，2008年の大統領選挙で，オバマ大統
領が誕生した時点での，ローティ研究者の大賀祐樹のコメントは，オバマが「演説
に用いた『希望』や『連帯』には，アメリカの『リベラル』の立場を志向し，その
伝統を受け継ごうとする姿勢が窺える。アメリカの左翼に対する考察は，今後のア
メリカの方向性を占う意味でも重要となろう」（大賀 2009，184-5）というもので
あったが，残念ながら，その後の展開は，そうはならなかったように思われてなら
ない。

4b) イギリス研究政治学者の若松邦弘は興味深い指摘を行なっている。すなわち，
イギリスの政党や政治家の口から「普通の人」や「普通の勤労者」という言葉を聞
くようになって久しい。2016年に行なわれた国民投票での EU 離脱派の勝利は

「有権者の反乱」ととらえられた。これがイギリスの既存秩序への「反乱」とすれ
ば，その主役こそ「普通の人」の実体であろう（若松 2018，51）。イギリス政治が
注目する「普通の人」はロンドン以外にいる。政治疎外のもとに置かれたこれらの
有権者には，ロンドンでの直接行動のように一般に認識される明瞭な政治参加の動
きは小さい。しかし棄権を含む投票行動を通じ，静かな形で変化が進行している

（同，73-4）。コメントするとすれば，「このような政治疎外のもとに置かれたこれ
らの有権者」と，一般に言われる「中間層」のやせ細りとはどのように関係すると
考えたらよいのか，という問題がある。

5a) 水島治郎によれば，2017年は国民国家の礎を築いた宗教改革から500年目の節目
だったが，逆に国民国家モデルの揺らぎが目に付いた年だと言う。スペイン・カタ
ルーニャ州の分離独立問題をはじめ，地方による自立の動きが活発である。注目す
べきは，いずれも中世以来の有力都市が中心になっている点である。ルターが始め
た宗教改革は，カトリック教会という普遍的な権威を失墜させ，それぞれの領土の
中で，国家が絶対的な権限を独占する主権国家が主役を張る近代への道を開いた。
国民国家モデルは，その後，「民族自決」の原則が唱えられた20世紀にピークを迎
えた。中世の都市復活の背景にあるのはグローバル化である。国家が独占管理して
きたヒト，モノ，カネが国家の枠を超えて動き始め，さらにインターネットの登場
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で情報も国境を越えるようになった。国家の枠が緩むことで，抑え込まれてきた都
市のアイデンティティーが再び頭をもたげてきたと見るべきだろう（水島「私見卓
見」『日本経済新聞』2017年12月29日）。水島の見解は，分離独立派の運動を批判す
るロザンヴァロンに対する鋭い批判になっている。ただ，私見では，分離独立派の
運動は本当に「都市の復活」と言えるのだろうか，という問題は残る。むしろ，地
域主義的エゴイズムの感は拭えない。インターネットの登場で情報も国境を越える
というのはたしかに事実であるが，ポピュリズムの隆盛もインターネットの恩恵の
側面がある。国家の枠という管理的側面だけでなく，近代国家の伝統，文化につい
てどのように考えるかは考察を要するのではなかろうか？付言すれば，『朝日新聞』

「日曜に想う」のコラムで編集委員の大野博人が取材したフランス社会党（PS）の
創立者の一人であり，左翼政党「共和国市民運動 Mouvement républicain et
citoyen＝MRC」名誉党首であるジャン・ピエール・シュヴェヌマン Jean-Pierre
Chevènement の談話が強く印象に残る。シュヴェヌマンによれば，カタルーニャ
州独立運動は，金持ちの権利要求である。カタルーニャのように裕福な地方が，自
分たちの払う税を自分たちだけに取っておきたい，ほかに回したくないという運動
である，と（『朝日新聞』，2017年12月10日）。シュヴェヌマンの断言だけではすま
ない複雑なニュアンスがこの独立運動にはあるというのが私見である。2018年3月
25日,プチデモン前カタルーニャ州政府首相が，ドイツで身柄を拘束された。独立
の是非を問うた2017年10月の住民投票を機に深まった混乱は，なお収束の道筋が見
えて来ない（『日本経済新聞』，2018年⚓月31日）。

5b) フランスの政治学者イヴ・デロワ Yves Déloye によれば，ロザンヴァロンが主
張する「政治的なものの概念史」は，「社会それ自体に関する社会の活動の場とし
て政治的なものをひとまとめにして考え」ようとする。「政治的なものの領域は社
会的なものとその表象が接合する場である」とみなすこの思考過程の目的は，「『歴
史の結び目』，その周辺で新しい政治的，社会的合理性が形成され，社会的なもの
の表象が制度や管理技術，そして社会的紐帯の形態の中の変容に応じて修正される，
そうした『歴史の結び目』を特定する」ことにある（デロワ 2013，22）。

5c) 著者自ら三部作と呼ぶこれらの著作は，未邦訳であるが，『市民の聖別式
（Rosanvallon，1992），『見つからない人民』（do.，1998a），『未完成の民主主義』
（do.，2000）である。

6) この「社説」のタイトルは「2017-2018 聞けなかった声，を」となっている。
もう一節だけ引用しておきたい。「なるほど，言葉で説得しようという意思を欠く
一方，『看板』や『包装紙』のデザインに傾注するいまの政治のありようは，この
時代に適合的と言えるのかもしれない。もちろん，それを『政治』と呼ぶか『集
客』と呼ぶかは，別の問題としてある」（『朝日新聞』2017年12月31日）。「集客」が
キーワードである。私見では，「集客」はポピュリズムにつながっている。

7a) ｢森友学園」への国有地売却をめぐる決裁文書改ざん問題で，会計検査院の存在
が重要であることが知られるようになった。すなわち，2017年⚓月，参議院予算委
員会は，国会法に基づき，売却に関する会計検査を求めた。会計検査院は，同年11
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月の報告で，約⚘億円の値下げについて「証拠不十分」と指摘した。このような指
摘を受けることは極めて異例であると当時言われていた。さらに，2018年⚓月12日
の野党のヒアリングで，検査院の担当者が明らかにしたところによると，会計検査
院が昨年実施した検査に，財務省が改ざん後の決裁文書三件を提出していたことが
判明した。国交省からは改ざん前の文書が提出されており，検査院は検査中に二種
類の文書があることに気付いたが，財務省の説明に基づき，改ざん後の文書で検査
を終了していた（『毎日新聞』，2018年⚓月13日）。おそらく，会計検査院が，2017
年11月，「証拠不十分」と指摘したことと関連があると思われる。

7b) ベルリン生まれのアメリカの政治学者ハンナ・ピトキンも，ミルの考えについ
て，ロザンヴァロンと同じようなことを述べている。すなわち，ピトキンによれば，
立法府は，政治的な行為に適していないのだから，統治するべきではないし，そも
そも統治することは出来ない。よって，立法府の仕事は，討論を行ない，政府の行
為を批判することである。「代議合議体の本来の任務は，それが根本的に適してい
ない統治という機能ではなくて，政府を監視し統制することである。すなわち，そ
の諸行為に公開性の光をあてる」ことである。これこそ、すべての意見と利害が正
確に代表されなければならない，とミルが考えた理由である（ピトキン 2017，85）。
付言すれば，「立法府の仕事は，討論を行ない，政府の行為を批判することである」
が重要である。議会で第一党が政権に就く議院内閣制では，「立法府の長は首相で
ある」といった錯覚や，質問時間は，与党7に対して野党3といった政治学の ABC
すら心得ない議会政治家が輩出するのも故なしとしないのかもしれない。

ダールも，「成人のうちの誰も，……統治する資質において他人から傑出してい
ない」として，次のような理由をあげる。ダールによれば，ジョン・ステュアー
ト・ミルが論じたように，自由な議論や論争は，心理の追求，ないしは理性的に擁
護しうる判断を行なうために不可欠である。これと同様に，指導者の政策について，
自由に議論し，反対する市民が，統治をチェックしない場合，統治は失敗する可能
性が高く，時には破滅的になる（ダール 2009，8）。

7c) ここでは，イタリアの司法権力の強さを，イタリア現代史の研究者である政治
学者村上信一郎の叙述をもとに紹介しておきたい。イタリアの司法官が活発な活動
を展開することになったのは，1969年から88年までの「鉛（銃弾）の時代」におけ
る極左や極右のテロリズムとの闘いであり，もう一つのきっかけとなったのは，マ
フィアとの闘いであった。後に，元首相シルヴィオ・ベルルスコーニ Silvio
Berlusconi は「赤い司法官」と烙印を押すことによって，まるで司法官全体が共
産主義者であったかのごときプロパガンダを展開することになる。しかし，司法権
力の活性化を司法官の「政治的」動機だけに還元することは出来ない。司法権力の

「政治的」使命感の活性化を促したのは，実は，「政治」に絶望した「市民社会」
だったのである。自らの声明を賭して，テロリズムやマフィアと闘う司法当局者や
治安当局者が，まるで「殉教者」であるかのごとく，無惨にも次々と殺戮されてい
く光景を目あたりにして心を痛め，義憤を感じなかった市民など一人もいなかった
といってもよい，と村上は言う（村上 2018，110-1）。これをもってイタリアのデ
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モクラシーの成熟と見るか，未熟と見るか議論は分かれるであろうが，イタリアの
司法権力の強さが、イタリアのデモクラシーにとって重要なファクターになってい
ることは論をまたないと思われる。

8) 19世紀末のアメリカで，もっとも著名なポピュリストは，ウィリアム・ジェニン
グス・ブライアン William Jennings Bryan であった。1986年，民主党大統領候補
者に指名された。アメリカ史のうえで，もっとも扇動的な演説の一つとして有名な
フレーズは，「金本位制を望む連中に言ってやろうではないか。いばらの冠を労働
者の額に押し付けてはならない。彼らを金の十字架に括り付けてはならないの
だ！」。アメリカは，伝統的に，国民の経済的な苦悩や怒りが爆発する前に，改革
に取り組んできた。先駆的な州では，農民や労働者たちを代表して，多種多様な改
革案を立法化して，ブライアンが提唱する大草原的なポピュリズムを先取りした

（ライシュ 2011，146-7）。
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